
平成 30 年度 

京都大学総合技術部 第 18 回第５専門技術群（核・放射線系）専門研修会 

京都大学複合原子力科学研究所 第 27 回原子炉・放射線技術研修会 

 

日 時：2018 年 10 月 31 日（水）9:50～17:15 

場 所：京都大学複合原子力科学研究所 事務棟会議室 

 

プログラム 

 

受付：9:30～9:50 

開会挨拶：9:50～10:00 複合原子力科学研究所 所長  川端 祐司 

特別講演(1)：10:00～11:00      司会：藤原 靖幸

原子炉施設の耐震安全性－地震の不確かさと規制要求－ 

複合原子力科学研究所 安全管理副本部長 特任教授  釜江 克宏 

特別講演(2)：11:00～12:00      司会：奥村 良 

「量子ビーム実験と構造モデリングによる機能性非晶質材料の構造研究」 

複合原子力科学研究所 粒子線 助教  小野寺 陽平 

昼食：12:00～13:00 

特別講演(3)：13:15～14:15      司会：吉野 泰史

「原子力施設等に係る検査制度の見直しへの対応状況について」 

複合原子力科学研究所 研究炉部長  准教授 堀 順一 

休憩：14:15～14:30 

技術発表(1)：14:30～15:00                     司会：栗原 孝太 

「中央観測所ダストモニタの移設」 

複合原子力科学研究所 技術室 藤原 慶子

技術発表(2)：15:00～15:30                     司会：張 倹 

「第二固形廃棄物倉庫新設工事」 

複合原子力科学研究所 技術室 猪野 雄太

技術発表(3)：15:30～16:00                     司会： 吉永 尚生

「電子線型加速器施設の現状と老朽化トラブル」 

  複合原子力科学研究所 技術室 阿部 尚也

技術発表(4)：16:00～16:30                     司会：長谷川 圭

「必要なのか？止水設備」 

複合原子力科学研究所 技術室 大野 和臣

技術発表(5)：16:30～17:00                     司会：竹下 智義

「KUCA 軽水減速架台の蛇腹配管更新の品質保証について」 

複合原子力科学研究所 技術室 小林 徳香

閉会挨拶：17:00～17:15 複合原子力科学研究所 技術室長  南 馨 

懇 親 会：17:30～ 

 



平成 30 年度 京都大学総合技術部 第 18 回第 5 専門技術群（核・放射線）専門研修会 

京都大学複合原子力科学研究所 第 27 回原子炉・放射線技術研修会 

巻頭言 

 

 福島第 1 原子力発電所事故後に見直された原子力安全にかかる「新規制」対応のため、長

らく停止していた KUR と KUCA も再稼働を果たし、本年度は久しぶりに全ての共同利用

が正常に運営されている。再稼働直後の昨年度にはいくつかのトラブルがあったものの、所

員特に技術職員の適切な対応によって、共同利用を大きく阻害するような事態には至るこ

とはなく、また本年度も順調に推移している。 

 本研究所は、2018 年 4 月に研究所名を「原子炉実験所」から「複合原子力科学研究所」

に改名した。本年は、研究所として新たな一歩を踏み出す記念すべき年である。また、本研

究所は共同利用・共同研究拠点としての活動を行っているが、評価期間 2012 – 2017 年度

の中間評価及び期末評価では、連続して「B 評価（拠点としての活動は行われているものの

拠点の規模等と比較して低調であり、今後、作業部会からの助言や関連コミュニティからの

意見等を踏まえた適切な取組が必要と判断される。）」と、大変厳しい評価を受けていた。 

 これらの厳しい評価を受けた以降、全所員及び共同利用研究者が一丸となって研究所の

活性化に取り組んで来た。その結果、2018 年度の新しい中間評価では「「A 評価（拠点とし

ての活動は概ね順調に行われており、今後、共同利用・共同研究を通じた成果や効果が期待

され、関連コミュニティ へ貢献していると判断される。）」と改善された結果となり、研究

所あげての努力が実を結び始めたと言えるものとなった。その評価コメントを見ると、「研

究用原子炉の再稼働を果たし、共同利用に供して研究成果を生み出しつつあること」が評価

されており、技術職員による研究炉再稼働とすべての共同利用再開への貢献が光っている

ことがわかる。 

 共同利用・共同研究を基盤から支えるのが「安全管理」活動であり、その基盤を技術職員

がしっかりと支えなければ、研究所としての存立はあり得ない。そして、その「安全管理」

の高度化は、日々の研鑽のなかから生まれるものであろう。本報告書は、2018 年 10 月 31

日に開催された京都大学複合原子力科学研究所第 27 回原子炉・放射線技術研修会の内容を

まとめたものである。この研究会は、同時に京都大学総合技術部の第 18 回第 5 専門技術群

（核・放射線）専門研修会を兼ねており、京都大学における原子炉・放射線に携わる技術職

員の技術研修の場として機能している。安全に対する基本的な考え方は普遍なものとして

しっかり守り、日常業務の内容改善は常時行うべきものである。これら双方をしっかりと視

野に入れ、研鑽を積んで頂きたい。 

 

2018 年 11 月 6 日 

京都大学複合原子力科学研究所 所長 

 



原子炉施設の耐震安全性－地震の不確かさと規制要求－

京都大学複合原子力科学研究所

 特任教授 釜江克宏

１．はじめに

2011 年 3 月 11 日、東北地方太平洋沖を震源とする超巨大地震(Mw9.0)が発生した。この

地震では巨大津波によって東京電力福島第一原子力発電所において、外部電源、非常用電

源などの喪失によって原子炉の冷却機能が失われ、最終的には炉心溶融、水素爆発を招き、

放射性物質の漏洩・逸散によって甚大且つ最悪な原子力災害が引き起こされてしまった。

 その後、原子力発電所をはじめとする原子力関連施設の安全規制の枠組みが大きく変化

した。平成 24 年 9 月 19 日に原子力規制委員会が発足し、その事務局を担う原子力規制庁

ができた。また、今回の原発事故を反省し、世界で最も厳しいとされる新規制基準が策定

され、平成 25 年 7 月 18 日に原子力発電所の基準が施行され、少し遅れた平成 25 年 12 月

18 日に核燃料施設等（試験研究炉もこの中に含まれる）の基準が施行された。当研究所で

も研究用原子炉（KUR)や臨界実験装置（KUCA)に対して新規制基準に従った原子炉設置変更

承認申請書を提出し、新規制基準への適合確認審査が行われた。約 3 年間の種々の審査や

工事を経て、昨年の 6月(KUCA)、8 月(KUR)に両原子炉とも再稼働を果たした。 

 今回の新規制基準では福島事故を受け、外部事象（特に地震・津波）に対する規制要求

が厳しく、特に出力がやや高く（出力５MW)、中出力炉のクラスに入る KUR では、地震に関

しては原発とほぼ同様の性能が求められた。ここでは、KUR の耐震性能に対する規制要求や

その評価結果などを紹介する。地震も含めた自然現象には不確かさが多く含まれ、実務に

おける予測問題への対応には苦慮した。 

２．耐震安全性評価のための基準地震動 Ss の要求 

 原子炉施設の耐震安全性は、その重要度による 3 段階（S、B、C)の要求性能に基づき確

保される。最も重要度の高い S クラス（原発で言えば原子炉容器や格納容器など）に対し

ては、敷地ごとに決められる基準地震動 Ss に対して、その安全性評価や設計が行われる。

KUR についても事故時の影響評価に基づき、炉心冠水維持に必要な施設や設備が Sクラスと

なった。まず、この基準地震動 Ss の評価のためには検討用地震の抽出が必要である。研究

所が立地する大阪平野では発生確率の高い南海トラフの巨大地震に加え、周辺や直下には

地震発生源である活断層（中央構造線断層帯、生駒断層帯、六甲淡路断層帯、大阪湾断層

帯、上町断層など）が存在するなど、日本の中でも地震危険度が非常に高い。そういった

環境の中で、研究炉と言えど、その審査に合格することは高いハードルであった。 

３．地震及び地震動評価における不確実さと規制要求 

 ２．に示したように、研究所における基準地震動 Ss の策定には多くの検討用地震が対象

となり、まずその活断層等から発生する地震の規模評価が重要となる。事前に得られる情

報は活断層長さや地下の地震発生層の厚さぐらいで、地震の規模を決めるための震源断層

特別講演(1)



面を評価する上では、震源断層の上端や下端の深さ、傾斜角、震源断層の微視的なパラメ

ータに加え、複数の活断層の連動など、地質学的な過去の情報からしか得られない活断層

情報に基づき将来の活動を予測することは不可能に近い。工学的判断としては対象施設の

重要性（危険性）によって判断せざるを得ない。現状の審査では、より保守的な方向で判

断されている。特に、活断層か否かについては、完全、完璧な証拠がない限り、黒（活断

層）となる。原発敷地内に存在する断層が活断層か否かの論争に多くの時間を割いている

現状からもよくわかる（活断層が重要構造物の直下にあれば廃炉）。ただ、研究所が立地す

る大阪平野は大都市・大阪が存在することもあり、前述の活断層については、調査データ

が豊富にあり、議論の余地が少なかったことはただ 1点有利なことであった。 

 地震の想定が終わると、次にその地震が発生した時に地震動を予測する必要がある。こ

の結果から基準地震動が決まる。強震動（強い地震動を強震動と言う）の予測については

阪神淡路大震災（1995 年 1 月 17 日）以後、その方法論が精力的に研究され、ほぼ実用の域

にある。地震本部（文科省の地震調査研究推進本部：地震に関する研究や観測を国として

一元化するために設置された）によって、「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（レ

シピ）」として震源のモデル化から、強震動評価、最後にその検証といった一連の枠組みが

提案されており、原則的にはその方法が使われることが多い。中でも震源のモデル化には

多くの不確かさが存在する。その不確かさには偶然的不確実性や認識論不確実性があり、

予測に必要なパラメータにはこれらの不確実性が存在する。これらの不確実性の取扱も審

査のポイントとなり、結果的には保守的に基準地震動を評価せざるを得ない。 

 こうした KUR の審査会合を研究炉の先陣をきって対応してきた結果、最近では原発との

リスクの違いに配慮するグレーデッドアプローチ（GA)と言う概念が適用されだした。残念

ながらここで紹介した基準地震動に対する GA については手がつけられていないが、他の外

部事象である竜巻、津波、火山、外部火災などでは原発用のガイドラインとは少し違った

アプローチが認められている。いくつかの GA の適用は残念ながら我々の審査が合格した後

の出来事である。 

４．おわりに 

 福島の事故を受けてできた新規制基準、シビアアクシデント対応も含め原発の安全性向

上のためにできたものであるが、研究炉に対しては規制要求のすべてが独自（研究炉固有）

なものではなく、原子炉の安全性を確保すると言う観点からはややバランスに欠けると感

じながらの審査対応だった。約 3年間も停止し、利用者（研究者、学生さんに加え、BNCT(中

性子を使った医療）の患者さん等）への思いもあって、再稼働を優先した結果である。 

 新規制基準の策定にも関わり、また地震動関係の研究を行ってきたものとして、今後の

安全規制について、安心・安全を最優先にしながらも、科学的な根拠を背景とした透明性

ある方向に進むことを祈念したいと思います。 

 



平成30年10月31日

第27回原子炉・放射線技術研修会

原子炉施設の耐震安全性原子炉施設の耐震安全性

－地震の不確かさと規制要求－

京都大学複合原子力科学研究所

釜江 克宏釜江 克宏
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地震の被害

1995年阪神淡路大震災（阪神高速の倒壊）
Photo by Sapporo Fire Bureau 2011年東日本大震災（巨大津波）

1995年阪神淡路大震災（阪神高速の倒壊）

2016年熊本地震（熊本城の被害） 2003十勝沖地震（スロッシングによる火災）



兵庫県南部地震とそれ以後の被害地震兵庫県南部地震とそれ以後の被害地震
全てではない●地殻内地震

●プレート境界地震
●プレート内地震

全てではない

2004年新潟県中越地震(M6 8) 6強
2003年十勝沖地震(M8.0)  6弱

2018年北海道胆振東部地震(M6.7) 7

2004年新潟県中越地震(M6.8) 6強

2003年宮城県沖地震(M7 1) 6弱

1998年岩手県北部地震(M6.2) 6弱

2007年能登半島地震(M6.9) 6強

2007年新潟県中越沖地震(M6.8) 6強
2008年岩手・宮城内陸地震(M7.2) 6強

2003年宮城県北部地震(M6.4) 6強

2003年宮城県沖地震(M7.1) 6弱

2001年芸予地震(M6.7) 6弱

2000年鳥取県西部地震(M7.3) 6強

年能登半島地震( ) 強

2011年東北地方太平洋沖地震(M9.0) 7

大阪北部( 1) 弱

2000年三重県中部地震(M5 7) 5弱

2005年宮城県沖地震(M7.2) 6弱

2009年駿河湾の地震(M6.5) 6弱2005年福岡県西方沖地震(M7.0) 6弱

1997年山口県北部地震(M6.6) 5強 大阪北部(M6.1)6弱

1995年兵庫県南部地震(M7.3)7

2000年三重県中部地震(M5.7) 5弱

2004年紀伊半島南東沖地震(M7.4) 5弱

1997年鹿児島県北西部地震(M6.6) 6弱

2016年熊本地震(M7.3) 7

地震名（M:マグニチュード）最大震度

2013年淡路島付近の地震(M6.3) 6弱



本日のお話本日のお話

地震や地震動、新規制基準を知って、原子炉施設の地震や地震動、新規制基準を知って、原子炉施設の

耐震安全性を考える！耐震安全性を考える！

1．地震と地震動（揺れ）の基礎知識

耐震安全性を考える！耐震安全性を考える！

・ 地震はなぜ起こる？ など

・ 頻発する被害地震から得た知識頻発す 被害 震 得 識

阪神淡路大震災、東日本大震災

・ 将来の地震時の揺れの予測 (私の主たる研究テーマ）将来の地震時の揺れの予測 (私の主たる研究テ マ）

2. 原発（研究炉もほぼ同じ）の耐震設計方法

3．研究用原子炉の外部事象(地震）への対応

(他に竜巻、火山などもあり）(他に竜巻、火山などもあり）

・ 不確かさを考慮した基準地震動の策定



地球の内部

（プレート）



日本周辺のプレート境界



日本列島において発生する地震日本列島において発生する地震
断層（岩盤の傷）が突発

地震とは？地震とは？

日本列島の周辺には4つのプレートが存在し
ており、そのプレートが長い年月をかけて少
しず 移動し その際に プレ ト境界部や

断層（岩盤の傷）が突発

的に高速滑りをはじめ、

滑り面が秒速数kmの高
しずつ移動し、その際に、プレート境界部や
プレートの内部に大きな力が加わり、そこが
ずれる時に地震が発生すると言われている

速で拡大しながら地震

波を放出する現象。

海溝（トラフ）

ずれる時に地震が発生すると言われている。

海洋プレート

陸域の浅い地震陸域の浅 地震

（活断層による）
沈み込んだプレート内部の地震

プレート境界の地震

沈み込むプレート内部の地震

東北地方太平洋
沖地震の震源域

活断層とは・・・

最近 地質時代 繰り返 活動 将来も活動する

沈み込んだプレート内部の深い地震

沖地震の震源域最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動する
可能性のある断層のこと。 東海・東南海・南

海地震の震源域



地震を起こすいろいろな断層運動

1999年台湾

プレート境界地震はこのタイプ
プレート内地震にはこのタイプの地震
がよく起こる

2007年新潟県

1999年台湾
集集地震

がよく起こる

中越沖地震

2018年北海道
胆振東部地震胆振東部地震

1995年兵庫1995年兵庫
県南部地震

2000年鳥取
県西部地震 2016年

熊熊本地震

実地震の例はすべて活断層による地震



地震に関する知識
断層（岩盤の傷）が突発的に高速滑りをはじめ、

滑り面が秒速数kmの高速で拡大しながら地震

アスペリティ≒強震動生成域

滑り面が秒速数kmの高速で拡大しながら地震

波を放出する現象

アスペリティ≒強震動生成域

アスペリティ

アスペリティ



日本中にある活断層日本中にある活断層

2007年新潟県中越沖
地震を起こした断層

2007年能登半島地
震を起こした断層

地震を起こした断層

震を起こした断層

１９９５年兵庫県南部
地震を起こした断層地震を起こした断層

2016年熊本地震2016年熊本地震
を起こした断層



シナリオ地震の設定：内陸地殻内地震

• 活断層とは・・・

– 震源断層が地表まで到達

原子力発電所の耐震設計では

後期更新世（最終間氷期）以降の活動震源断層が地表まで到達

– 地表地震断層の発生

– 地震の繰り返しにより変形が累積

が否定できないもの

（最終活動期が8万年～13万年前以降）

– 地震の繰り返しにより変形が累積

– 地表の痕跡として地形に残されたもの
調査結果によっては中期更新世
（40万年前）まで遡る

地表地震断層と震源断層の関係 (島崎,1997) 

震源が特定で
きない地震



トレンチ掘削 地層、地質（年代）の確認



地表地震断層
地震の規模が大きくなると地表に出現す
る：何度も地震が繰り返されると、変動地
形となって残る。→ 活断層

野島断層（淡路） 1995年兵庫県南部地震で出現

形となって残る。→ 活断層



1995年兵庫県南部地震時における野島断層（淡路島）に震
出現した地表地震断層と構造物の被害

この写真を見て何を感じるか？

・地表断層が建物の直下を通らなかったから建物の被害が無かった。
・この程度の地表断層変位だとブロック塀も倒壊しない（引きちぎられてはいるが）。

変位する速度が速くな 構造物に慣性力が作用しな変位する速度が速くないので、構造物に慣性力が作用しない。



地表地震断層の出現
2016年熊本地震を引き起こした活断層



原子力発電所と活断層（新規制基準の要求）

地震による揺れに加え
「ずれや変形」に対す
る基準を明確化る基準を明確化

Ｓクラスの建物・構築物等

は、活動性のある断層等 震源として考慮する活断層のほか、地震活動に伴っは、活動性のある断層等

の露頭が無い地盤に設置

震源 考慮する活断層 、 震活動 伴
て永久変位が生じる断層に加え、支持地盤まで変位
及び変形が及ぶ地すべり面を含む。



揺れ（地震動）の強さ、
揺れ方 継続時 何 決まるか揺れ方や継続時間は何で決まるか？

地震動の中でも特に強い地震動
（被害を起こす）を強震動と言う（被害を起こす）を強震動と言う。



地震動（揺れ）を構成する要因 強震動予測の3要素
予測

震源特性：
堆積盆地

予測
強震動

断層がどのように破壊するかに
よって，地震波放射の空間分布，
波形が変わる。

地盤増幅

伝播経路特性：
地震波がどのような経路を辿る

震源断層

地殻

地盤増幅
の特性

かによって，振幅，継続時間，
波形の特徴が変化する。

震源断層
地震波
伝播の
特性

サイト増幅特性：
立地する地盤と入射する地震波
によって，揺れの振幅，周期

震源
特性，波形の特徴が変化する。

予測強震動＝震源の特性×地震波伝播の特性×地盤増幅の特性

震源
の特性

これら諸特性のモデル化と評価手法が強震動評価のほぼ全て

予測強震動 震源の特性×地震波伝播の特性×地盤増幅の特性



柔らかい浅部地盤が地震動の強さに与える影響

最大加速度分布

地表面上

地中(-100m程度)

最大加速度分布

地中( 100m程度)

2001年芸与地震（M6.7)2000年鳥取県西部地震（M7.3)
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頻発する地震から得た知識頻発する地震から得た知識
①1995年兵庫県南部地震①1995年兵庫県南部地震



1995兵庫県南部地震の被害例1995兵庫県南部地震の被害例1995兵庫県南部地震の被害例1995兵庫県南部地震の被害例



兵庫県南部地震の教訓

震災の帯震災の帯：震源断層直上ではなく、震源断層から1~2km
離れたところに被害が集中した。

震災の帯震

Fig.1 兵庫県南部地震に対する余震分布と深度７の領域。

図中の○印は、余震分布。余震は、一般に本震の震源域およびその延長域に沿って発生する。この
地震の余震はほぼ北東-南西方向に直線上に分布し、その方向は既にこれまで知られていた六甲断地震の余震はほぼ北東 南西方向に直線上に分布し、その方向は既にこれまで知られていた六甲断
層系にそっています。しかしながら、被害の集中した深度７の領域（ ）は、断層系から１~２km離
れて,帯状に神戸、芦屋、西宮市にいたる範囲に広がっている。（入倉、1995に加筆)
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1995年兵庫県南部地震（M7.3)から学んだこと

神戸大学（KBU)点震源（小地
震） 場合 移動震源（大

結果として破壊
の進行方向で大
振幅パルス波が

Obs.

Syn.

58.2

53.0

震）の場合 移動震源（大
地震）の場合

振幅 ルス波が
生成される

破壊伝播による指向性効果

震災の帯
0 5 10 15 20 25 30

Time(sec)

NS

Obs. 37.2

0 5 10 15 20 25 30
Time(sec)

EW

Syn. 30.9

堆積層

震災の帯震災の帯 震源断層直上では
UD

Obs.

Syn.

20.1

20.2

震災の帯震災の帯：震源断層直上では
なく、震源断層から1～2km離
れたところに被害が集中した。

強震動生成域と
大振幅パルス波

0 5 10 15 20 25 30
Time(sec)

淡路側（野島断層）



頻発する地震から得た知識頻発する地震から得た知識
②2011年東北地方太平洋沖地震②2011年東北地方太平洋沖地震



海溝型巨大地震の広域・多種多様な被害の脅威海溝型巨大地震の広域・多種多様な被害の脅威

津波被害（岩手～茨城）

原発事故原発事故
（福島）

LPGタンク火災（千葉） 液状化被害（茨城）



地震の規模による震度分布の違い地震の規模による震度分布の違い
（最近の被害地震による比較）（最近の被害地震による比較）震震

地震の規模とともに、高震度領域が広くなる

2007年新潟県中
越沖地震（M6.8)震 )

2008年岩手宮城
内陸地震（M7.2)

2011年東北地方太平

2007年能登半島
地震（M6.9)

洋沖地震（Mw9.0)



太平洋プレート境界における過去の地震 地震本部による予測震源域



プ

本震の震源領域と余震や誘発地震の分布本震の震源領域と余震や誘発地震の分布

プ
レ
ー
ト
内内
地
震

地
水平

地
殻
内
地
震震
（
正
断
層層
タ
イ
プ
）

本震時の地殻変動

上下

井戸沢断層、湯ノ岳断層



AOMH05
AOMH06

IYTH13

IYTH08
AOMH17
AOMH13

AOMH05

MYGH03
IYTH27

IYTH21

IYTH14

Asp2
MYGH12

MYGH08

MYGH10

La
t. 
(°

)

Asp1Asp1Asp1

Asp3
2011/03/11 14 46Mj9 0

2011/03/10 3:16 Mj6.3

FKSH17

FKSH19

FKSH12

IBRH14Asp5

Asp4

p
2011/03/11 14:46 Mj9.0

IBRH16
IBRH15
IBRH11

IBRH07
IBRH20
CHBH14

Asp5
2005/10/19 20:44 Mj6.3

CHBH14

観測点位置

本震の防災科学技術研究所・KiK‐net強震計の観測記録（地中、フィルター：0.1‐10Hz）

加速度波形
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平洋沖地震（Mw9 0）
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5らなる震源モデル

黒 観測波形 赤 合成波形

MYGH12（NS） FKSH17（NS） IBRH14（NS）

S黒：観測波形 赤：合成波形

川辺・釜江(2013)



東北地方太平洋沖地震（Mｗ９．０）と南海
トラフ沿いの超巨大地震の震源域の比較トラフ沿いの超巨大地震の震源域の比較

海底

陸域

陸域

60度ぐらい

海底

30度ぐらい

海底

陸域

プレート プレートの

南海トラフで同じ規模の地震が起こ た場合 被害が同じなのか？

の沈み込
む角度

沈み込む
角度

南海トラフで同じ規模の地震が起こった場合、被害が同じなのか？
異なる可能性があるのか？ 重要な課題である。



将来の大・巨大地震時の強震動予測将来の大・巨大地震時の強震動予測
（断層モデルによる強震動予測）（断層 強震動予測）

原子力発電所の耐震設計（基準地震動Ssの評価）にも適用

基本的には地震本部（文科省）による｢震源断層を特定した地基本的には地震本部（文科省）による 震源断層を特定した地
震の強震動予測手法（レシピ）｣に基づく手法が採用されている。



地震動（揺れ）を構成する要因 強震動予測の3要素
予測

震源特性：
堆積盆地

予測
強震動

断層がどのように破壊するかに
よって，地震波放射の空間分布，
波形が変わる。

地盤増幅

伝播経路特性：
地震波がどのような経路を辿る

震源断層

地殻

地盤増幅
の特性

かによって，振幅，継続時間，
波形の特徴が変化する。

震源断層
地震波
伝播の
特性

サイト増幅特性：
立地する地盤と入射する地震波
によって，揺れの振幅，周期

震源
特性，波形の特徴が変化する。

予測強震動＝震源の特性×地震波伝播の特性×地盤増幅の特性

震源
の特性

これら諸特性のモデル化と評価手法が強震動評価のほぼ全て

予測強震動 震源の特性×地震波伝播の特性×地盤増幅の特性



地震動予測のためのレシピ

○シナリオ地震の強震動予測のための震源像の策定（重要）

○震源域と対象地域を含む地域の地下構造のモデル化及び○震源域と対象地域を含む地域の地下構造のモデル化及び

表層地盤の揺れ安さの評価（予算があれば技術的には可能）

ターゲットは？
○長周期側から短周期側に至る広い周波数帯域の地震動シ

ミュレーションを行い，３成分時刻歴波形を提供すること

○都市防災や構造物耐震評価など地震災害の軽減のため要

請の高い，速度・加速度レベル，震度などに対する適切な解答

をあたえること

レシピとは？
同じシナリオ地震を想定したら 誰でも同じ答えを出すことが

をあたえること

同じシナリオ地震を想定したら，誰でも同じ答えを出すことが

できる強震動予測の手続きをまとめたもの



すべりの不均質と特性化震源モデルすべりの不均質と特性化震源モデル



特性化震源モデル

““震源インバージョン結果震源インバージョン結果””
に基づ た不均質すべりに基づ た不均質すべりに基づいた不均質すべりに基づいた不均質すべり
分布分布

巨視的パラメ タ巨視的パラメ タ巨視的パラメータ巨視的パラメータ::
断層の大きさ、地震モーメント、断層の大きさ、地震モーメント、
平均すべり量、平均応力降下量平均すべり量、平均応力降下量

S(=LW), Mo, 

SMGASMGA（主に強震動を生成する）（主に強震動を生成する）

微視的震源パラメータ微視的震源パラメータ
SMGASMGAの場所、大きさ、応力降下量の場所、大きさ、応力降下量

Sa, a , etc

38



地震本部：強震動予測のレシピ



巨視的震源特性 微視的震源特性

活断層調査 活断層上のすべり分布、最近の活
断層で発生した地震の解析結果等

対象地震

マグニチュード（Mj）
強震動生成域の

位置、数

断層長さ(L)

断層で発生した地震の解析結果等

すべり量

 

地震モーメント（M0）
強震動生成域の
総面積（Sa）

加速度震源
スペクトルの

短周期レベル（A）

震源断層面積（S）

経験的関係 経験的関係

強震動生成域の
応力降下量（Δσa）

M0，Ｓ

その他の震源特性

強震動特性
が異なる!!

ピ デ

破壊開始点

破壊伝播速度

破壊伝播様式

が異なる!!

レシピにおける震源のモデル化
（内陸地殻内地震）

★プレート境界地震（海溝型地震）

★スラブ内地震

用いられるスケーリング則

・L－Mｊ 関係 Ａ－ M0 関係

関係 関係★スラブ内地震

（地震本部でレシピが提案済み）

・Mｊ－M0 関係 Ｌ－ M0 関係

・S－ M0 関係



地震の規模（地震モーメント：Mo）と断層面積（S)の関係地震の規模（地震モ メント：Mo）と断層面積（S)の関係
（3ステージのスケーリングモデル）

km
2
)

層
面

積
(

断
層

宮腰・他(2015)の図3(a)に加筆

地震モーメント （Nm)



３ステージのスケーリングモデルの概念図

震源を予め特定しにくい地震
孤立した短い断層

３ステ ジのスケ リングモデルの概念図

地震本部

地表短い ＜ 活断層長さ ＜ 長い

2～3km

①
震源断層

地震発生層②震源断層 ③震源断層 ④震源断層 地震発生層
（地震波を放出）

十数km
～20km

震源を特定する地震

（敷地ごとに震源を特定して策定する
地震動を考慮する際の地震）

震源を特定できない地震

（地表に明瞭な痕跡を示さない震源断層）

新 指針 安委

震源を特定せず策定する地震動

新耐震指針（原安委２００６）
この考え方は新規制基準でも踏襲

原子力安全委員会(2009)に加筆



断層モデルを用いた地震動予測

地盤増幅特性

断層モデルによる地震動策定の概要 EGFM:先駆的なHartzell(1979）
Irikura(1986),壇・他（）、池浦・武
村（）

震源特性

伝播経路特性

震源域の広がりや破壊の
伝播方向を考慮

村（）

伝播経路特性
考

震源近傍で重要

小地震記録 経験的グリーン関数法（EGFM)
統計的グリーン関数法（SGFM)
理論的手法理論的手法

ハイブリッドグリーン関数法
ハイブリッド法

小地震記録を重ね合わせ
て大地震動を計算する

ハイブリッド法

大地震動

て大地震動を計算する



原子力発電所の耐震設計

研究用原子炉もほぼ同じ研究用原子炉もほぼ同じ



原子力発電所に影響を与えた被害地震原子力発電所に影響を与えた被害地震

５地震は原子力発
電所に何らかの影
響を与えた地震

2007年新潟県中越沖地震(M6.8) 6強

2011年東北地方太平洋沖地震(M9.0) 7

（福島第1、第2原発、女川原

年宮城県沖地震

2007年能登半島地震(M6.9) 6強

( ) （福島第1、第2原発、女川原
発、原電東海原発）（柏崎・刈羽原発）

2005年宮城県沖地震(M7.2) 6弱

2009年駿河湾の地震(M6 5) 6弱

（女川原発）

（志賀原発）

1995年兵庫県南部地震(M7 3)7

2009年駿河湾の地震(M6.5) 6弱

（浜岡原発）
●地殻内地震
●プレート境界地震1995年兵庫県南部地震(M7.3)7 ●プレ ト境界地震
●プレート内地震



発電用原子炉施設の耐震設計の流れ

新規制基準として施行
耐震設計の目的 耐震重要度分類

重要度ごとの設計用地震力

新規制基準として施行

大地震に遭遇した場合にも、
一般の人々および従事者に
過度の放射線被ばくを与えな
いようにする。

耐震設計の目的を合理的に
達成させるために、各施設を
安全上の観点から重要度分
類し 各々に応じた設計を行う

静的地震力 動的地震力重要度

S
建築基準法
の３倍

基準地震動Ｓs
極めてまれである
が発生する可能性
のある地震

弾性設計用地震動Sd
Ssの0.5倍を下回らな
いように設定

類し、各々に応じた設計を行う。

基 策定

B

C

建築基準法
の1.5倍

建築基準法
による

建 屋表 層

過 去 の 地 震

基準地震動Ssの策定

機器・配管類は２割り増し

C による

岩 盤
活 断層 等
（震源が特定
できる地震）

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
震源距離

一般建物
建築基準法

Sクラスの建物等

一般建築物の1.5倍あるい
は3.0倍の地震力を想定

層 デ

解放基盤表面：

基準地震動Ｓｓ震源が特定で
きない地震

震

岩 盤

表 層

岩 盤

断層モデル

解放基盤表面
せん断波速度７００ｍ／以上の岩盤

地震応答解析 動的地震力

岩 盤 岩 盤

静的地震力



揺れの強さ

大きい 小さい
地震動から構造物の
耐震設計のための地大きい 小さい 耐震設計のための地
震力（地震荷重）評価

：設備

設備に作用する地震荷重＝設備 用す 震荷
建物の当該階の地震層せん断力係数(ci)
から求めた震度×質量（重量）

地震層せん断力＝Ci×その階以上の重量

加速度(α）

震

地震時の地面の揺れ（上）

慣性力（地震力）＝加速度（α）×質量(m)

地震時の地面の揺れ（上）
と

構造物に作用する慣性力

地震層せん断力

構造物に作用する慣性力
（地震力）（右）



1) 静的地震力

研究用原子炉（KUR)の設置変更承認申請書から抜粋（添８）

1) 静的地震力
耐震重要度分類のそれぞれのクラスに応じて以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき算

定する。
① 建物・構築物

水平地震力は、耐震重要度分類に応じて以下の地震層せん断力係数に当該層以上の重量を
乗じて算定するものとする。
・Ｓ クラス地震層せん断力係数3.0Ci
・Ｂ クラス地震層せん断力係数1 5CiＢ クラス地震層せん断力係数1.5Ci
・Ｃ クラス地震層せん断力係数1.0Ci
ここに、地震層せん断力係数を算定する際のCi は、標準せん断力係数を0.2 以上とし、建物・構
築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮して求められる値とする。Ｓクラスの施設については、

考鉛直地震力をも考慮することとし、水平地震力と鉛直地震力は、同時に不利な方向の組合せで作
用するものとする。鉛直地震力は、震度0.3 以上を基本とし、建物・構築物の振動特性及び地盤
の種類等を考慮して求めた鉛直震度より算定する。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とする。
② 機器・配管系② 機器 配管系

耐震重要度分類に基づく各機器・配管の地震力は、上記①の地震層せん断力係数の値から求
める水平震度及び上記①の鉛直震度をそれぞれ20％ 増しとした震度より求めるものとする。水
平地震力と鉛直地震力とは同時に不利な方向の組合せで作用するものとする。ただし、鉛直震度

高さ方向 定とするは高さ方向に一定とする。
2) 動的地震力

動的地震力は、基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sdから算定することとし、Ｓクラスの施設
に適用する。弾性設計用地震動Sdは 基準地震動Ssとの応答スペクトルの比率の値が 目安とに適用する。弾性設計用地震動Sdは、基準地震動Ssとの応答スペクトルの比率の値が、目安と
して0.5 を下回らないような値で設定する。また、Ｂクラスの施設のうち、共振のおそれのあるもの
については、弾性設計用地震動に1/2 を乗じたものに対して影響を検討する。



基準地震動Ssの策定フロー

敷
地
ご

て

策
①過去及び現在の地
震 の 発 生 状 況 等

ご
と
に
震
源

定

す

る
②地震発生様式等に
よ る 地 震 の 分 類

⑥ 応 答 ス ペ ク ト
ルに基づく 地
震 動 評 価

源
を
特
定
し

る

地

震

動

よ る 地 震 の 分 類

・ 内 陸 地 殻 内 地 震
・ プ レ ー ト 境 界 地 震
・海洋プレート内地震

④ 検 討 用 地 震
の 選 定

敷地に大きな影
響

し動

③ 活 断 層 調 査

・ 文 献 調 査

響を与える恐れ
がある地震を検
討用地震として
選定

⑦断層モデルを用
いた手法による地
震 動 評 価

Ss-3 NS : 971.8gal
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⑤ 震 源 を 特 定 せ ず 策 定 す る 地 震 動
・ 観 測 記 録 を 収 集 し て 評 価

Ss-3 UD : 183.8gal
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策動 ・ 伝 播 特 性 や 地 盤 特 性 の 補 正

加藤スペクトルや
最近の地震記録



検討用地震の選択検討用地震の選択

日本列島の周辺には4つのプレートが存在しており、そのプレート
が長い年月をかけて少しずつ移動し、その際に、プレート境界部や
プ トの内部に大きな力が加わり そ がずれる時に地震が発生プレートの内部に大きな力が加わり、そこがずれる時に地震が発生
すると言われている。

海溝、トラフ

海洋プレート

陸域の浅い地震

（活断層による）

沈み込んだプレート内部の地震

プレート境界の地震

沈み込むプレート内部の地震

東北地方太平洋
沖地震の震源域

活断層とは・・・

一般には最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動する可

震
沈み込んだプレート内部の深い地震

沖地震の震源域
般 は最近の地質時代 繰り返し活動し、将来も活動する可

能性のある断層のこと。原子力発電所の耐震設計では後期更新
世（最終間氷期）以降の活動が否定できないもの（最終活動期が
8万年～13万年前以降）

東海・東南海・南
海地震の震源域



2011年東北地方太平洋沖地震による福島第一

事 を 規制委 会原発の事故を受けて、原子力規制委員会におい
て指針が見直され、新たな基準（規則）が作成さ
れた。特に津波に対する厳しい安全基準ができ
た。 その基準はどう変わったか？た。 その基準はどう変わったか？



地震･津波に関する新規制基準の主なポイント

津波に対する
基準を厳格化

既往最大を上回るレベルの津波を「基準津波」と
して策定し、基準津波への対応として防潮堤等
の津波防護施設等の設置を要求（ドライサイト）

高い耐震性を要求

の津波防護施設等の設置を要求（ドライサイト）

津波防護施設等は、原子炉圧力容器等と高い耐震性を要求
する対象を拡大

活断層 認定

津波防護施設等は、原子炉圧力容器等と
同じ耐震設計上最も高い「Ｓクラス」に

後期更新世以降（約12～13万年前以降）の活動
活断層の認定
基準を厳格化

後期更新世以降（約12 13万年前以降）の活動

が否定できないもの。必要な場合は、中期更新世
以降（約40万年前以降）まで遡って活動性を評価

より精度の高い
基準地震動の策定

サイト敷地の地下構造を三次元的に把握
震源が敷地に極め 近 場合 裕度 向上基準地震動の策定

地震による揺れに加

震源が敷地に極めて近い場合の裕度の向上

不確かさの重畳が要求
地震 よる揺れ 加
え「ずれや変形」に対
する基準を明確化

Ｓクラスの建物・構築物等は、活動性の
ある断層等の露頭が無い地盤に設置



地震による揺れに加え
「ずれや変形」に対す
る基準を明確化る基準を明確化

Ｓクラスの建物・構築物等

は、活動性のある断層等 震源として考慮する活断層のほか、地震活動に伴っは、活動性のある断層等

の露頭が無い地盤に設置

震源 考慮する活断層 、 震活動 伴
て永久変位が生じる断層に加え、支持地盤まで変位
及び変形が及ぶ地すべり面を含む。



震源が特定できる場合、できない場合
－内陸地殻内地震を例に－

• 活断層とは・・・

– 震源断層が地表まで到達

旧指針や新規制基準では

後期更新世（最終間氷期）以降の活動

内陸地殻内地震を例に

震源断層が地表まで到達

– 地表地震断層の発生

– 地震の繰り返しにより変形が累積

が否定できないもの

（最終活動期が8万年～13万年前以降）

地震の繰り返しにより変形が累積

– 地表の痕跡として地形に残されたもの 調査結果によっては中期更新世
（40万年前）まで遡る

変動地形学的調査変動地形学的調査
地表地質調査
地球物理学的調査

地表地震断層と震源断層の関係 (島崎,1997) 

震源が特定で
きない地震



川内原子力発電所の基準地震動として、｢震源を特定せず策定
する地震動｣も含まれている 必要に応じ安全性の見直し

「震源を特定せず策定する地震動」は

する地震動｣も含まれている。 必要に応じ安全性の見直し
が必要となる。

「震源を特定せず策定する地震動」は、

震源と活断層を関連づけることが困難な過去

の内陸地殻内の地震について得られた震源

近傍における観測記録を収集し これらを基近傍における観測記録を収集し、これらを基

に各種の不確かさを考慮して敷地の地盤物

性に応じた応答スペクトルを設定して策定さ

れている必要がある。

当該地震動評価の変遷

震源が特定でき
ない地震

1978年耐震指針

直 地

2006年改訂耐震指針 新規制基準やガイド ガイドの見直し

M6.5の直下地

震を想定

地震の規模ではなく、

観測地震動（震源近

傍）から評価

地震の規模ではなく、
観測地震動（震源近
傍）から評価、新たな

現在、規制委員
会における特別
チームによって傍）から評価 傍） 評価、新 な

記録の蓄積、地震規
模も選択肢

チ よ
検討中



活断層情報から得られる震源像（地震動評価のための）

・③、④は地震動評価のための震源像は理解（短い孤立した断層、

成長した断層）

・①も規模の小さな地震として理解

・②や②と③の間の地震の地震動評価のための震源像は？

震源を予め特定しにくい地震

特に活断層調査からの震源像は？

④③
地表短い ＜ 活断層長さ ＜ 長い

2～3km②①

④

①
震源断層

地震発生層②震源断層 ③震源断層 ④震源断層 地震発生層
（地震動を生成）

震源を特定する地震

（敷地ごとに震源を特定して策定する
地震動を考慮する際の地震）

震源を特定できない地震

（地表に明瞭な痕跡を示さない震源断層）



敷地の地下構造を三次元的に把握
より高精度な基準
地震動S の策定

敷地の地下構造を三次元的に把握
地震動Ssの策定

敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の
伝播特性に与える影響評価は重要

・敷地及び敷地周辺における地層の傾斜、断層、褶曲構造等の地質構造を評価

・地震基盤の位置・形状、岩相の不均一性、地震波速度構造等の地下構造及び

地盤の減衰特性を評価



研究用原子炉（KUR)の
基準地震動とは？



KUR(地震・津波）の新規制基準への対応(地震 津波）の新規制基準 の対応

基準地震動Ssの策定

などで検討

耐震重要度分類の考え方
規則の解釈から抜粋

基準地震動Ssの策定フロー

研究用原子炉（KUR)はSク
ラスの施設・設備が存在

基準地震動の策定とそれによ
る耐震安全性の確認が必要
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研究用原子炉(KUR) 新規制基準適合性に係る審査を踏まえた検討・反映事項について

○これまでの審査会合での検討・議論を踏まえた研究用原子炉(KUR)の地震・津波等の評価について、資料1-2～1-8のとおり取りまとめた。

○平成26年9月の設置変更承認申請時点から、審査会合での検討・議論を踏まえて反映した事項は下表のとおり。

○今後、下表の反映事項を踏まえ、設置変更承認申請書の一部補正を実施する予定。

項目 平成26年9月申請後の検討・反映事項
（審査会合での主な議論内容）

資料名

地盤及び地震 敷地の地質・地質構造 ・速度構造断面の追加検討 資料1-２
・単点微動による基盤岩深度の追加検討

資

敷地地盤の震動特性 ・地震観測記録を用いた1次元速度構造モデルの追加検討 資料1-２

敷地周辺及び近傍の地質・地質構造 ・敷地近傍断層の活動性の追加検討
・上町断層帯の活動区間の追加検討

資料1-３

敷地ごとに
震源を特定
して策定す
る地震動

内陸地殻内地震 ・基本モデルとしての中央構造線断層帯の活動区間の見直し

・断層モデルとして中央構造線断層帯と別府ー万年山断層帯の連動を考慮し

た断層長さ約480kmケースの検討

・上町断層帯の活動区間の見直し

・震源モデルの見直しと不確かさの考慮（アスペリティの配置や破壊開始点）・震源モデルの見直しと不確かさの考慮（アスペリティの配置や破壊開始点）

・応答スペクトル法による地震動評価の見直し

資料1-４
プレート間地震 断層モデルによる地震動評価における不確かさの設定（アスペリテイの位置）

海洋プレート内地震 断層モデルによる地震動評価の追加検討（アスペリテイの位置や数の不確かさを
考慮考慮）

震源を特定せず策定する地震動 ･ガイドに示された16地震の整理
・北海道留萌支庁南部の地震の解放基盤波の見直し

基準地震動 ・断層モデルや応答スペクトル法による基準地震動の見直しと追加

津波 津波に対する影響評価 ・津波による影響のないことを公的機関の評価結果などから再確認 資料1-５

基礎地盤及び
周辺斜面の安
定性

基礎地盤の安定性 ･基準地震動を用いた追加検討

・すべり安全率、基礎の支持力、基礎底面の傾斜について評価基準値を満足する
ことを確認
・液状化や地震による地殻変動による影響のないことを確認

資料1-６

・液状化や地震による地殻変動による影響のないことを確認

火山 立地評価
影響評価

・立地評価及び影響評価について追加検討
・降下火砕物の厚さに係る追加検討

資料1-７

引用文献 ： 資料1-８



研究用原子炉（KUR)の基準地震動

・検討用地震の想定と策定された基準地震動

検討用地震の候補

東北地方太平洋
沖地震の震源域

東海・東南海・南
海地震の震源域



中央構造線断層帯（金剛山地東縁及び和泉山脈南縁区間）として

新たに考慮する活動区間
金

平成27年4月24日
審査会合資料再掲

沼島

金
剛
山
地
東

敷地
東
縁
区
間

和泉山脈南縁区間

延長区間

これまで活動区間を和泉山脈南縁
断層の西端（陸の境界）としていたも
のを、より保守的に紀淡海峡－鳴門

延長区間

海峡区間の沼島の西方（赤線）まで
西に延長した。沼島近傍での活断層
の分布が中田・他(2004)による形態
単位モデルと類似する単位モデルと類似する。

以上から、新たに考慮する活動区
間として、金剛山地東縁区間の北端
から紀淡海峡－鳴門海峡区間の沼
島 部 規模

中田・他（2004）
中田・後藤（1998）

島西部までの断層長86km、規模
M8.1を検討用地震として選定した。



最新の知見を考慮した上町断層帯の活動区間の再評価
平成27年4月24日

審査会合資料に加
筆修正

大津川河口付近から沿
岸部を南西へ阪南市箱
作周辺までの区間

上町断層帯主部（佛念寺山断層ー久米田池断層区間）

地震本部(2004)
重点調査による上町断層帯湾岸部の活動区間上町断層帯の最新の知見を反映した活動区間として、ここ

では地震本部(2004)による佛念寺山断層から久米田池断層
までの全長約46kmの区間（左図）に加え、新たに大津川河
口付近から沿岸部を南西へ阪南市箱作周辺までの約

文部科学省・京都大学防災研究所、(2013）：
上町断層帯における重点的な調査観測（平口付近から沿岸部を南西へ阪南市箱作周辺までの約

26km(右図）を考慮した。以上から、両区間を併せた断層長さ
72kmに、2つの撓曲を加えた84km（規模M8.0）を検討用地震
として選定する。

上町断層帯における重点的な調査観測（平
成22年～平成24年度） に加筆



地震動評価における基本震源断層モデルと不確かさの考慮

平成27年8月7日
審査会合資料再掲

中央構造線断層帯の震源断層モデル(モデル１、モデル２とも共通）

地震動評価における基本震源断層モデルと不確かさの考慮

ケース番号 傾斜角 アスペリティ 破壊開始点 応力降下量

ケース1 （基本モデル1） 43°
各セグメント（五条谷、根来、友ケ
島水道断層）に１つ

根来断層セグメントのアスペリテ
ィの西側下端

レシピ※１

各セグメント（五条谷 根来 友ケ 五条谷断層セグメントのアスペリ
ケース2 （基本モデル2） 43°

各セグメント（五条谷、根来、友ケ
島水道断層）に１つ

五条谷断層セグメントのアスペリ
ティの東側下端

レシピ※１

ケース3 (基本モデル3） 43°
各セグメント（五条谷、根来、友ケ
島水道断層）に１つ

友ケ島水道断層セグメントのア
スペリティの西側下端

レシピ※１

ケース4
（応力降下量1.5倍モデル）

43° 基本モデルと同じ ケース1～3の結果を踏まえ設定
レシピ※１

×1.5倍

ケース5 （アスペリティ位置の不
確 を考慮 デ

43°
敷地直下に根来断層セグメントの

を
根来断層セグメントのアスペリテ

央 端
レシピ※１

確かさを考慮したモデル）
43

アスペリティを配置 ィの中央下端
レシピ

ケース6 （アスペリティ位置の不
確かさを考慮したモデル）

43°
敷地直下に根来断層セグメントの
アスペリティを配置

根来断層セグメントのアスペリテ
ィの西側下端

レシピ※１

ケ ス7 （アスペリテ 位置の不 敷地直下に根来断層セグメントの 根来断層セグメントのアスペリテケース7 （アスペリティ位置の不
確かさを考慮したモデル）

43°
敷地直下に根来断層セグメントの
アスペリティを配置

根来断層セグメントのアスペリテ
ィの東側下端

レシピ※１

不確かさを考慮したパラメータ
ケース４についてはケース１～３の中から 水平動の最

※1 強震動予測レシピのより計算
ケ ス４についてはケ ス１ ３の中から、水平動の最
大加速度が最も大きくなったケースを採用した。



中央構造線断層帯の震源断層モデル 平成27年4月24日
審査会合資料再掲

ケース１

ケース２
ケース３

ケース６
ケース５ ケース７

モデル１（ケース１〜３） モデル１（ケース５〜７）モデル１（ケ ス１ ３） モデル１（ケ ス５〜７）

ケ ス２
ケース３

ケ
ケース５ ケース７

ケース１

ケース２ ケース６

モデル２（ケース１〜３） モデル２（ケース５〜７）

ケース４はケース１～３の結果から設定



⑫崩平山 亀石山 ⑪大分 由布院 ⑩大分 由布院

中央構造線断層帯（広域が連動するケース）の地震動評価（3）

震源断層モデル

平成27年9月4日
審査会合資料再掲

⑫崩平山－亀石山

36km

⑪大分－由布院
（西部）

⑩大分－由布院
（東部）

15km 27km

⑤

④

③
②

①★

⑩～⑫断面図
⑫

⑪ ⑩ ⑨
⑧

⑦

⑥

⑨ ⑧ 海

60°

14km

地 表
3km

⑫ ★：破壊開始点

2km地 表

⑨豊予海峡
（西部）

⑧豊予海峡
（東部）

⑦敷地前面海域の断層群(伊方）

24km 9km 54km 33km 39km
⑧~⑤断面図

⑥伊予セグメント ⑤川上セグメント

13km90°

④讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部

132km
④断面図地 表

2km

⑨断面図

③紀淡海峡－鳴門海峡 ②和泉山脈南縁 ①金剛山地東縁

12km

3km地 表

90°

40km 60km 12km
①断面図

60°

15km

2km

①断面図③断面図

43°

14.1km

地 表
4km

②断面図

★

43°

16.1km

地 表
4km

43°

16.1km

地 表
4km



上町断層帯の震源断層モデル（モデル１）
平成27年4月24日
審査会合資料再掲

ケース１

ケース２ケ ス２

ケース３ ケース５

ケース７

ケース６

モデル１（ケ ス１ ３） モデル１（ケ ス５ ７）モデル１（ケース１〜３） モデル１（ケース５〜７）

ケース４はケース１～３の結果から設定



平成27年6月5日
審査会合資料再掲

★

SMGA①
★

(2)不確かさを考慮したケース
敷地に最も近いSMGA①の位置や形状を変更

したケース（ケース２）

★

（１）中央防災会議（2012）の震源モデル（陸側ケ ス）

したケ ス（ケ ス２）

SMGA②

（１）中央防災会議（2012）の震源モデル（陸側ケース）
基本モデルとして採用（ケース１）

★
★：破壊開始点

基本震源モデルと敷地への影響を考慮し、SMGAの位
置や形状を変更した場合（２ケ ス）の震源モデル

(3)不確かさを考慮したケース
敷地への影響の観点から紀伊半島沖の

SMGA②を敷地に近づけたケース（ケース３）

置や形状を変更した場合（２ケース）の震源モデル



断層モデルを用いた海洋プレート内地震の地震動評価のための震源モデル
平成27年6月5日
審査会合資料再掲

① 走向：42.6°

フィリピン海プレート上面深度

地震本部（ ）に加筆

①’
プレート内地震の断層面とCase1のアスペリティ配置

地震本部（2012）に加筆

KURフィリピン海プレート上面①’ ①

約60km約60km

47.2km

震源断層

傾斜角：54.1°

プレート上面深さとプレート内地震の断層位置



基 方向 方向 方向

(ｃm/s2)
６．４ 基準地震動Ssのまとめ（３） 最大加速度

平成27年10月9日
審査会合資料再掲

基準地震動 NS方向 EW方向 UD方向

震源を特定
して策定す

応答スペクトル法 Ss-1 模擬地震波 944 358

断層モデルを用 Ss-2 中央構造線断層帯
る地震動

断層モデルを用
いた手法

Ss 2 中央構造線断層帯
（モデル１、ケース１） 729 520 215

Ss-3 中央構造線断層帯
(モデル１ ケース４）

1053 672 252
(モデル１、ケース４）

Ss-4 中央構造線断層帯
(モデル１、ケース５）

673 1644 133

S 5 上町断層帯Ss-5 上町断層帯
（モデル1、ケース１）

767 756 194

Ss-6 上町断層帯
（モデル1 ケ ス４）

709 1184 213
（モデル1、ケース４）

Ss-7 上町断層帯
（モデル1、ケース５）

649 674 170

層帯Ss-8 上町断層帯
（モデル1、ケース６）

566 683 196

Ss-9 上町断層帯
（モデル２ ケ ス４）

699 1260 293
（モデル２、ケース４）

699 260 293

震源を特定せず策定する地震動は、Ss‐1によって全周期帯で包絡されるため、基準地震動としては設定しない。



６．３ ハイブリッド法による基準地震動Ssの評価（２）

NS Max:673 1 gal NS Max:59 9 cm/s NS Max:94 2 cm/sNS Max:766 7 gal

平成27年10月9日
審査会合資料再掲

l

NS Max:673.1 gal

EW Max:207 8 cm/s

NS Max:59.9 cm/s NS Max:94.2 cm/s

EW Max:755 8 gal

NS Max:766.7 gal

EW Max:1643.9 gal

UD Max:133 0 gal

EW Max:207.8 cm/s

UD Max:8.7 cm/s

EW Max:104.4 cm/sEW Max:755.8 gal

Ss 4 中央構造線断層帯 モデル１ ケ ス4 Ss 5 上町断層帯 モデル１ ケ ス１

UD Max:133.0 gal UD Max:8.7 cm/s
UD Max:193.6 gal UD Max:151.4 cm/s

Ss‐4 中央構造線断層帯 モデル１ ケース4 Ss‐5 上町断層帯 モデル１ ケース１

NS Max:122.4 cm/sNS Max:708.7 gal NS Max:126.9 cm/s NS Max:648.9 gal

EW Max:137.5 cm/sEW Max:1,184.0 gal EW Max:142.4 cm/s EW Max:674.1 gal

UD Max:212.7 gal UD Max:150.8 cm/s UD Max:142.8 cm/sUD Max:170.1 gal

Ss‐6 上町断層帯 モデル１ ケース4 Ss‐7 上町断層帯 モデル１ ケース5



震源のモデル化における不確かさ（どう取り扱うか？）

・認識論的不確定性
偶然的不確定性

確定論的評価から確率論的評価へ

①断層長さ（断層の連動も含む。） 地震規模評価に影響
② ペ （強震動生成域） 位置 地震動 直接影響

・偶然的不確定性
定論 評価 論 評価

②アスペリティ（強震動生成域）の位置 地震動に直接影響
③断層上端・下端(地震発生層上端・下端）深さ 地震規模に影響(面積） 地震動に直接影響

④断層傾斜角 地震規模に影響(面積） 地震動に直接影響
⑤応力降下量（原子力では平均値の１ ５倍を考慮） 地震動に直接影響⑤応力降下量（原子力では平均値の１．５倍を考慮） 地震動に直接影響
⑥破壊開始点の位置（複数設定） 地震動に直接影響（指向性効果）
⑦特性化震源モデルのような単純なモデル化に伴う不確かさ

不均質性を単純化することの影響（特に極近傍断層の場合）

各種スケーリング則の精度
向上とバ キ 考慮

走向θ

鉛直線

北

地表面 地表面

向上とバラツキの考慮

①Ｌ－Ｍ０ 関係 ②Ｓ－Ｍ０ 関係
③

傾斜δ アスペリティ
断層長さL

断層幅W

地震発生
層上端

③Ａ－Ｍ０ 関係 など λ
すべり角

震源断層面
背景領域

地震発生層下端



原子炉施設の安全と安心を担うために

安全・安心安全 安心

安心・安全安心・安全



個人の技術力・対応力向上を目指して。
）自分がなぜ 究所 る かを考える１）自分がなぜこの研究所にいるのかを考える。

２）自ずと自分の役割がわかる。

３）そうすると自分が何をすべきかがわかる。３）そうすると自分が何をすべきかがわかる。

４）また自分に何が不足しているかもわかる。

それを補うことによって技術力・対応力は自ずと向上する。(だろう）

日常の管理業務だけでなく、迅速なトラブル対応、的確な規制対応にも繋がる。

組織力の向上を目指して組織力の向上を目指して。

お互いを理解し、助け合い、補い合うことが重要（否定の前に肯定を）
そのためには、まず健全な職場が第一

ありがとう

すみません

ご苦労さん（お疲れさん）
その気持ちを忘れず、相手に伝える



ご静聴ありがとうございました。



量子ビーム実験と構造モデリングによる 

機能性非晶質材料の構造研究 

京都大学複合原子力科学研究所 粒子線基礎物性研究部門 

小野寺 陽平 

E-mail：y-onodera@rri.kyoto-u.ac.jp 

ガラス，液体，アモルファスといった非晶質材料は我々の身のまわりに数多く存在し，とく

にガラス材料は窓ガラス，ガラス瓶，光学ガラス，スマートフォンのカバーガラスと多岐の用

途に渡って使用されている。代表的なガラス材料である酸化物ガラスは，一般的に単独でガラ

スを形成するネットワーク形成物質（SiO2，B2O3，P2O5など）と単独でガラスを形成しないネ

ットワーク修飾物質（Li2O，Na2O，MgO，ZnOなど）を原料とし，それらの混合物を高温で溶
融し急冷することで得られ，構成元素によって様々な機能を発現する。ゆえに，ガラス構造を

構成する各元素の機能発現に資する役割を明らかにすることで新規材料のより効率的な設計・

開発が可能になると考えられるが，ガラスをはじめとした非晶質材料の原子配列には結晶材料

のような長周期的な構造秩序が存在せず，また実験から得られる構造情報が少ないことから，

非晶質材料の構造と物性の相関を明らかにすることはこれまで極めて困難であった。しかし，

近年，J-PARCや SPring-8といった大型量子ビーム実験施設の建設によって高強度・高エネル
ギーの中性子や放射光X線を利用した実験および解析技術が飛躍的に発展し，さらに，計算機
性能の著しい向上に伴い多くの実験データを同時に再現する構造モデリングが可能となった

ことから，非晶質材料の構造と機能の相関を解明するための環境は着々と整ってきている。

リン酸塩ガラスは生体関連材料や光学材料としての用途があり，最近ではエントロピー弾性

を示すガラスが作製される[1]など様々な方面に応用が期待されている。リン酸塩ガラスの特徴

的な材料特性はネットワーク形成物質である P2O5に対して様々なネットワーク修飾物質を適

切に添加することによって得られるが，その機能発現メカニズムとガラス構造との関係はいま

だに解明されておらず，リン酸塩ガラスのネットワーク構造の理解はガラス科学における重要

な研究テーマの一つであった。本講演では，低融点の光学ガラス材料として有望視されている

2元系の亜鉛リン酸塩ガラス（ZnO-P2O5ガラス）に注目し，その熱膨張係数の組成変化に現れ

る異常なふるまいの起源を明らかにするために，放射光 X線および中性子回折，広域 X線吸
収微細構造（Extended X-ray Absorption Fine Structure, EXAFS）といった量子ビーム実験と逆モン
テカルロ（reverse Monte Carlo, RMC）法による構造モデリング，そして固体NMRを駆使して
行った研究の成果[2]について報告する。さらに，講演者が近年国内および海外の研究者と協力

して推進している最先端の非晶質材料研究についても紹介する。

参考文献

[1] S. Inaba et al., Nat. Mater., 14, 312 (2015). 
[2] Y. Onodera et al., Nat. Commun., 8, 15449 (2017). 

特別講演(2)



量子ビーム実験と構造モデリングによる
機能性非晶質材料の構造研究

京都大学複合原子力科学研究所
粒子線基礎物性研究部門

小野寺 陽平

2018.10.31 京都大学総合技術部第18回第5専門技術群専門研修会

本日の講演内容

1. 非晶質（ガラス）の構造解析

2. 量子ビーム実験と構造モデリングによる
リン酸塩ガラスのネットワーク構造解析

4. 全体のまとめ

3. 機能性非晶質材料の最先端の構造研究
（現在進行中）



1. 非晶質（ガラス）の構造解析

材料の機能と構造

✓炭素は四面体配置
✓非常に硬い
✓電気を通さない

✓炭素は平面的に三配位
✓柔らかい
✓電気を通す

材料の機能の発現機構は構造と密接に関係している.

ダイヤモンド 黒鉛



色々な非晶質（ガラス・アモルファス）材料

窓ガラス ガラス容器

スマートフォンの
カバーガラス 液晶ディスプレイの

アモルファス薄膜トランジスタ（TFT）

非晶質材料の機能発現も構造と相関がある？？
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800
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0
876543210

結晶と非晶質（ガラス）の構造
結晶:
原子が規則正しく
整列した構造を
持った固体

例）
ダイヤモンド
水晶

非晶質:
原子配列が乱れた
構造を持った固体

例）
ガラス

X線回折パターン

α石英(SiO2結晶)

SiO2ガラス
青：Si, 赤：O

Q (Å-1) *

No
rm

al
ize

d 
In

te
ns

ity

� α-quartz
� SiO2 glass

✓結晶の場合，規則的な原子配列に由来する
回折ピークが観測される.
✓非晶質の場合，回折ピークの存在しない
ぼんやりとしたパターンが観測される.

*Q = 4π sinθ
λ



絶対強度への規格化

実空間へのフーリエ変換

非晶質の構造解析- PDF (Pair Distribution Function) 法
1. 原子間距離
2. 配位数

T(
r)

r

フーリエ変換

Q

S(
Q
)

diffraction

PDF法では実験で得られた試料の散乱強度を原子１個あたりの
絶対強度へ規格化し，構造因子S(Q)を得る.

S(Q) =

I(Q)
N

− ( b2 − b 2 )

b 2

T (r) = 4πrρ0g(r)

= 4πrρ0 +
2
π

Q S(Q)−1[ ]sin Qr( )dQ
Qmin

Qmax∫

構造因子S(Q)のフーリエ変換により，
非晶質の実空間上での構造解析が可能となる.

Q =
λ

4π sinθ

原子による中性子/X線の散乱
中性子は原子核によって散乱される

*

* http://legacy.kek.jp/ja/activity/imss/

c.f. X線は電子によって散乱

原子核

*

中性子が原子核から受ける核力
…原子核の構造によって変化

各原子の中性子散乱能
(中性子干渉性散乱長, b)
は原子番号に依存しない

原子散乱因子f(Q)は
原子番号が大きい原子ほど大きい

※同位体同士でも異なる

各原子の中性子/X線に対する散乱能

b (10-14m)

natLi �0.190
6Li 0.20
7Li �0.222

Li原子の各同位体の中性子散乱長

負の散乱長を持つ原子(同位体)も存在

中性子は軽元素を含む系の解析に適したプローブ

電子雲

原子番号



非晶質の構造解析- 中性子とX線の相補利用
2種類以上の原子を含む系の構造因子S(Q)はFaber-Zimanの定義1)が用いられ，
同種または異種原子間の相関の重み付の和となる.

S(Q) =
cicjbibj
b 2

j

n

∑
i

n

∑ Sij (Q) = Wij
j

n

∑
i

n

∑ Sij (Q)

例えばSiO2ガラスの場合，S(Q)は３種類の相関の重み付の和として表される.

S(Q)SiO2 =WSi-SiSSi-Si (Q)+WSi-OSSi-O(Q)+WO-OSO-O(Q)

ここで原子相関i-j の重み因子Wijは各原子の存在比率ci, cjと，
測定した量子ビームの原子散乱能（X線：fi (Q)，中性子：bi ）に依存する.
中性子，X線回折によって得られたS(Q)における重み因子をそれぞれ計算すると，

1) T. E. Faber and J. M. Ziman, Philos. Mag. 11, (1965) 153 .

S N (Q)SiO2 = 0.069SSi-Si (Q)+ 0.388SSi-O (Q)+ 0.543SO-O(Q)

SX (Q)SiO2 = 0.218SSi-Si (Q)+ 0.498SSi-O (Q)+ 0.284SO-O(Q)

中性子：

X線*：

*X線の重み因子はfi(Q)の代わりに原子番号を用いて計算した．

X線が原子番号の大きいSiに敏感であるのに対し，
中性子は軽元素のOに敏感である.
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非晶質の構造解析- 中性子とX線の相補利用
SiO2 ガラスの中性子/X線データ

X線回折3)

(BL04B2/SPring-8)

中性子回折2)

(GEM/ISIS)

構造因子S(Q)

Q (Å-1)

S(
Q

)

全相関関数T(r)

X線回折

中性子回折Si-O
O-O

Si-O

O-O
Si-Si

r (Å)

T(
r)

中性子とX線のデータを相補利用することによって，
原子散乱能のコントラストを活かした構造解析が可能となる.

2) http://wwwisis2.isis.rl.ac.uk/disordered/database/DBMain.htm
3) S. Kohara et al., Nucl. Instrum. and Meth. in Phys. Res. B, 199 (2003) 23.

フーリエ変換



大強度陽子加速器施設 J-PARC
Japan Proton Accelerator Research Complex

大型放射光施設 SPring-8
Super Photon ring-8GeV

非晶質の構造解析- 世界最高性能の非晶質用中性子/X線装置

高強度全散乱装置NOVA
BL21@MLF

大型量子ビーム施設における実験装置・技術の著しい発展により，
非晶質の質の高い実験データが得られるようになってきている．

いずれも高強度かつ高エネルギー(短い波長)の中性子・X線が利用可能で，
低い装置バックグラウンドで実験ができる．

高エネルギーX線回折ビームライン
BL04B2@SPring-8
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Si-O
O-O

非晶質の構造解析 ‒ 1次元の回折データを解析することの限界
SiO2結晶およびガラスの中性子データ

構造因子S(Q) 全相関関数T(r)

S(
Q
)

Q (Å-1)

T(
r)

r (Å)

非晶質には、
(1)長周期的な秩序が存在しない（空間群のような構造記述子がない）
(2)二体相関で相対的にしか構造を記述できない
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151050

� SiO2 glass
� α-quartz

� SiO2 glass
� α-quartz



2

1

0
302520151050

回折実験から得られるデータ
= 1次元の限られた構造情報

r (Å)

g(
r)

S(
Q

)

Q (Å-1)

非晶質物質の中距離構造、
機能発現機構の解明
・・・1次元の実験データに基づいて
3次元構造をシミューレートする必要有

逆モンテカルロ法(Reverse Monte Carlo, RMC)4)

非晶質の構造解析 ‒ 3次元構造モデル構築の必要性
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876543210

4) R.L. McGreevy and L. Pusztai, Mol. Simul., 1, 359 (1988).

4) R.L. McGreevy and L. Pusztai, Mol. Simul., 1, 359 (1988).

逆モンテカルロ(Reverse Monte Carlo; RMC)モデリング4)

(1)シミュレーションボックス内の粒子を
乱数でランダムに選び、ランダムに動かす

(2) 実験データとの一致が
向上した動き → アクセプト
向上しない動き → リジェクト

(3)(1), (2)のプロセスを計算値が実験値に
一致するまで繰り返す

原子配置

青線：実験データ
赤線: RMCモデルからの計算値
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151050

g(
r)

二体分布関数g(r)

r (Å)
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r (Å)

g(
r)

5
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151050
r (Å)

g(
r)

5
4
3
2
1
0

151050
r (Å)

g(
r)

回折データを再現するようにシミュレー
ションボックス内の粒子を乱数で動かし
乱れた構造を構築する方法

※RMCモデリングは実験データを再現する中でも
最も無秩序な構造を作る傾向がある．
適切な構造制約条件を与えることが重要！
(例: SiO2ガラス…SiO4四面体構造)



入力データ

粒子の動き

計算速度

出力データ

備考

系の初期配置
力場（粒子間の相互作用を表す式）
温度、圧力

力場により、系が安定化するように粒子を動かす

力場を用いるため一般的に計算には時間を要する

系の3次元構造、熱力学量、動的性質

計算の精度は力場に依存
高温、高圧下など様々な条件下で計算が可能

RMC　　　　　　　　　　　　　　　MD
系の初期配置
回折系実験(XRD, EXAFS, ND) から得ら
れたデータ(S(Q), g(r), k3χ(k))

モンテカルロにより、実験値に一致する
ように粒子を動かす

モンテカルロであるため高速

系の3次元構造（動径分布関数、二体相関
関数、配位数、角度分布関数）

計算の精度は実験値の精度に依存
系が複雑になるとモデルを一意的に決め
るのは困難

RMCと分子動力学(MD)シミュレーションの違い
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RMCモデリングにおける構造制約の重要性

中性子S(Q)+2

X線S(Q)

中性子S(Q)+2

X線S(Q)

例）SiO2ガラスのRMCモデリング

赤線：RMC
黒線：実験データ

(a) 配位数の束縛を行なった場合 (b) 配位数の束縛を行わない場合

Si原子周りのO原子の配位数 Si原子周りのO原子の配位数
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)

Q (Å-1)

S(
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)
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RMCモデリングでわかること
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中性子S(Q)+2

X線S(Q)

Q (Å-1)

S(
Q

)
例) SiO2ガラスのRMCモデリング結果
（赤線：RMC, 黒線：実験データ）

RMCモデリングによって得られた
SiO2ガラスの3次元構造モデル(4500原子)

Si

O

(1) 配位数の分布
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Si周りのO O周りのSi

Coordination number
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SiO4四面体が
ネットワーク
を形成
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(3) リング構造の解析: (Si-O)nリングの計算

n-fold ring

Fr
ac

tio
n 

(%
)

n-fold ring
Fr

ac
tio

n 
(%

) CristobaliteSiO2
glass

ガラスはトポロジカルに無秩序な構造をとっている.

(2) 原子同士の”つながり”の解析
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4500個のSiとOが
すべて一つに
繋がっている．

…-Si-O-Si-O-…を
サーチして
サイズでプロット

2. 量子ビーム実験と構造モデリングによる
リン酸塩ガラスのネットワーク構造解析



リン酸塩ガラスの用途
(1)生体関連材料5)

Na2O-CaO-SiO2-P2O5 : 人工骨としての利用

(2)光学材料6, 7)

低屈折・低分散光学ガラス，光学フィルター

(3)封止用材料
鉛フリーの封止用ガラスとしての利用

(4)エントロピー弾性を示すガラス8)

高温でゴムのように伸び縮みするガラスの開発

今後、さらに優れた特性を示すガラスを効率良く開発していくためには、
ガラス構造と機能発現機構の関係を明らかにすることが重要！

5) T. Kokubo and H. Takadama, Biomaterials, 27, 2907 (2006) ).
6) P. Paulose et al., J. Phys. Chem. Solids, 64, 841 (2003).
7) J. Campbell and T. I. Suratwala, J. Non-Cryst. Solids, 263, 318 (2000).
8) S. Inaba et al., Nat. Mater., 14, 312 (2015).

                          生体用セラミックスの開発                          
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Q3 network in P2O5

非架橋酸素�Terminal oxygen (OT)

架橋酸素�Bridging oxygen (OB)
10

8

6

4

2

0

543210
r (Å)

T(
r)

P2O5������� T(r)9)

P2O5ガラスの構造

9) U. Hoppe, J. Phys.: Condens. Matter 12, 8809 (2000).

リン酸塩ガラスのネットワーク形成物質：P2O5

Q3: 3つのOBを有するPO4ユニット



xZnO-(100-x)P2O5 ガラス (xZPガラス)の熱膨張係数

ZPガラス: 低融点の光学材料として応用が期待される材料
xZPガラスの熱膨張係数の組成変化

10) M. Tomozawa et al., J. Non-Cryst. Solids, 56, 343 (1983).
11) J. E. Shelby, J. Am. Ceram. Soc., 66, 225 (1983).

xZPガラスのTgの組成変化

ZnO amount / mol%

T g
/ �

C

ZnO添加量に伴うZPガラスの構造の変化を明らかにすることが重要
本研究では、60ZPガラスと70ZPガラスの構造解析を行った。

熱膨張係数のZnO添加に
対する異常なふるまい

ガラスネットワークの変化

ZnO添加に伴い、本来減少する
はず10,11)の熱膨張係数が増加
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ZnO amount / mol%

逆モンテカルロ（RMC）法によるZPガラスの3次元原子配列の構築

中性子回折13)
-O原子に関する情報

NMR
-PO4四面体の局所的な原子配列
（Qnユニットの存在比率）

RMCモデリングによって全ての実験データを忠実に再現する
ZPガラスの3次元原子配列を構築

✓RMCモデリングに用いた粒子数：5000個（60ZP），5250個（70ZP）
✓RMC++ code12)を使用

12) O. Gereben et al., J. Optoelectron. Adv. Mater. 9, 3021 (2007).
13) K. Suzuya et al., J. Non-Cryst. Solids 345, 80 (2004).

放射光X線回折
-Zn，P原子に関する情報

EXAFS
- Zn原子周囲の局所構造の情報



ZPガラスにおけるPO4四面体の繋がり方の変化

3次元
ネットワーク 鎖状構造 二量体

遊離した
PO4四面体

ZPガラスのRMCモデリングにおいて、
ZnOの添加に伴うPO4四面体の繋がり方の変化を

考慮することが重要
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ZPガラスの31P MAS NMR測定結果
ZPガラスの
31P MAS NMRスペクトル

60ZP Q0:Q1:Q2:Q3 = 0.8:49.8:49.0:0.4 (Q1:Q2 ～１:１)
70ZP Q0:Q1:Q2:Q3 = 33.8:65.8:0.4:0 (Q0:Q1～1:2)

NMRスペクトルの解析から得られた各ガラスにおけるQnユニットの存在比

Qnユニットの存在比をRMCの構造束縛条件として設定!
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ZPガラスにおけるZn原子周囲の構造

ガラスのZn-O相関長は結晶よりも短く、
ガラスのZn-O相関ピークの形状が結晶と比べて異なる

Zn-O

歪んだZnO4四面体の存在を示唆

逆モンテカルロ（RMC）法によるZPガラスの3次元原子配列の構築

中性子回折
-O原子に関する情報

NMR
-PO4四面体の局所的な原子配列
（Qnユニットの存在比率）

RMCモデリングによって全ての実験データを忠実に再現する
ZPガラスの3次元原子配列を構築

得られたZPガラスの３次元原子配列に形成された
ネットワーク構造を解析・議論

放射光X線回折
-Zn，P原子に関する情報

EXAFS
- Zn原子周囲の局所構造の情報



中性子S(Q) X線S(Q)
Zn吸収端で測定した
EXAFS k3χ(k)

赤線、青線：RMCモデルからの計算値
黒線：実験データ

実験データとRMCモデルから計算されたデータの比較

中性子、放射光X線、NMRの全ての実験データを再現する
ガラスの3次元原子配列の構築に成功
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60ZP glass
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60ZP glass

70ZP glass
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60ZPおよび70ZPガラスのRMCモデル
中性子、放射光X線、NMRの全ての実験データを再現する

RMCモデリングによって得られたZPガラスの3次元構造モデル

黄：P
赤：O
青：Zn

60ZPガラス 70ZPガラス

２つのZPガラスにおける
ガラスのネットワーク構造はどうなっているのか？
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gij(r)からP-OとZn-Oの第一配位圏を決定し、3次元構造中の”つながり”を計算
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Isolated PO4(Q0) P2O7 dimer (Q1)

ZPガラスにおけるPO4四面体ネットワーク構造の変化 黄：P
赤：O

60ZPガラスではQ2による鎖状ネットワークが形成されているが、
70ZPガラスではPO4四面体によるネットワークは存在しない．

Q1:Q2 =１:１

Q0:Q1=1:2
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Zn-O connectivity
consists of ~ 41 atoms

Zn-O network
consists of 
~ 1,300 atoms

赤：O
青：ZnZPガラスにおけるZnxOy多面体ネットワーク構造の変化

70ZPガラスではZnxOy多面体によるネットワークが成長
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ZPガラスのネットワーク構造の変化
可視化した60ZPガラスの3次元構造

黄：P
赤：O
青：Zn

10 mol%の
ZnO添加

10mol%のZnO添加でネットワーク構造の担い手が
PO4四面体からZnxOy多面体に変化

可視化した70ZPガラスの3次元構造



ここまでのまとめ

逆モンテカルロモデリングにより、放射光・中性子・NMRに
よる実験データを忠実に再現する60ZnO-40P2O5ガラスと
70ZnO-30P2O5ガラスの３次元原子配列を構築した．
60ZnO-40P2O5ガラスはPO4四面体が、70ZnO-30P2O5ガラ
スはZnxOy多面体がネットワーク構造を形成し、10%のZnOの
添加でガラスのネットワーク構造の担い手が変化した．

xZnO-(100-x)P2O5 ガラスにおいて、ZnO添加量の増加に伴
い、減少するはずの熱膨張係数が増加した（熱膨張係数異常）．

熱膨張係数のZnO添加に
対する異常なふるまい

ガラスネットワークの変化

60ZnO-40P2O5 70ZnO-30P2O5

3. 現在進行中の機能性非晶質材料の構造研究



実験データを忠実に再現
する３次元原子配列

量子ビーム実験

X線回折
EXAFS
中性子回折

計算機実験/構造モデリング

機能性非晶質材料の構造研究の最先端

非晶質材料（ガラス・液体・アモルファス）の
機能発現に資する構造（トポロジー）の明確化

第一原理(DFT)計算
分子動力学(MD)計算
DF-MD計算
逆モンテカルロ(RMC)
モデリング

構造学的知見に基づいた”構造の制御”による新奇材料設計

★空隙の解析
★リング解析
★パーシステントホモロジー解析

空隙の解析*

* I. Heimbach, F. Rhiem, F. Beule, D. Knodt, J. Heinen, R. O. Jones, J. Comput. Chem., 38, 389 (2017).

Si
O

シリカガラスの空隙の可視化
(surface-based cavity)

全体積の32%が空隙

2.5Å

空隙の計算法
equal cutoff for all elements (2.5 Å) was chosen in a

study of Ge/Sb/Te phase change materials.[4]

! “Center-based” cavities resulting from a Dirichlet-Voronoi con-

struction using the atomic positions and the cavity centers.

! “Surface-based” cavities,[1] where the boundaries are deter-

mined by Dirichlet-Voronoi constructions from each point

on the domain surface to neighboring atoms, have been

used in numerous studies of phase change materials.[3,23,24]

The code, the ways to access it, and the online documenta-

tion are described below, and an application demonstrates

some of its features.

Definitions and Algorithms

Essential input for a calculation of cavities and their properties

is the location of the atoms, which is often provided as a list

of coordinates and atom types within an appropriate unit cell.

However, the definition of a cavity is not unique and is a

prerequisite for any study. Calculation of pair distribution func-

tions (PDF) involving cavities (with atoms and with other cavi-

ties) means that we must also associate appropriate

coordinates with the center of each cavity. We now define cavi-

ties and describe how we calculate their centers.

Cavity domains and cavity centers

The first step is the discretization of the simulation cell by cre-

ating a cuboid grid containing the cell bounding box and a

surrounding layer, which enables periodic boundary condition

to be implemented effectively. The resolution dmax refers to the

number of points along the longest edge, and two units are

added at each end of each cell edge. Each grid point outside

the cell has one equivalent point inside. If there are more than

one equivalent inside points, we choose the one closest to the

origin or—if this is still ambiguous—search for the smallest

component in the order x, y, z. Outside points are labeled with

the index of the translation vector pointing to the equivalent

inside point. This step depends only on the cell shape and the

resolution of the discrete grid, and the results can be cached

and used for other data files.

As shown in Figure 1a, we now construct spheres centered
on each atom with radii specified for each atom type (element).

In earlier work on alloys of Ge/Sb/Te[1,3] and Ag/In/Sb/Te,[25] the
radius was chosen to be the same (2.8 Å) for all elements (rC in

Fig. 1a). Points outside the simulation cell are replaced by
equivalent points inside. All points outside these spheres form

“cavity domains” (yellow in Fig. 1a), and the “cavity center” [X in
the 2D scheme 1(b)] is the center of the largest sphere that

does not overlap a neighboring atom. It is possible, for example
in unusually long, thin cavities, that more than one point satisfy

this condition approximately equally well, so that the center
can switch between them as a simulation proceeds.

Some structures are unusually sensitive to the choice of cut-

off radius rC and/or resolution, particularly when the cavity

domains are very small, and it is essential to carry out detailed

tests before performing production runs. The program

provides a warning when one or more cavity domains consist

of a single cell of the discretization grid. The calculation

should be repeated with a higher resolution to increase the

number of numerically stable cavity domains.

Domains and center-based cavities

A knowledge of the positions of the atoms and the cavity cen-

ter enables us to perform a Dirichlet-Voronoi construction (see

above) leading to the cavities shown as red in Figure 1b. Over-

lapping cavities from different domains are merged to form

“multicavities,” and the volumes and surface areas of cavities

and cavity domains are determined as follows.

Points in domains are grouped together by applying the

split and merge algorithm,[20] which consists of three main

steps for periodic cells. First, the discrete grid is split recursive-

ly into subgrids until they contain either atoms or domain

points. Subgrids containing atom points are not needed to

determine the domains and are ignored. During the split

phase, the direct neighbors of each subgrid are recorded, and

neighboring subgrid points are then merged to form the cavi-

ty domains. As noted above, these domains can be identified

as cavities by choosing an appropriate cutoff radius.[4]

Center-based cavities comprise points that are closer to

domain centers than to any atom, and their construction

Figure 1. Construction for a 2D geometry of a) “cavity domain” (yellow, cutoff
radius rC) and “surface-based cavity” (red), b) cavity center (X) and “center-
based” cavity red). [Color figure can be viewed at wileyonlinelibrary.com]

SOFTWARE NEWS AND UPDATES WWW.C-CHEM.ORG

390 Journal of Computational Chemistry 2017, 38, 389–394 WWW.CHEMISTRYVIEWS.COM

Surface-based cavity
Cavity domain

Center-based cavity

rc: cutoff radius
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リング構造解析 ‒ シリカガラスと結晶のリング分布

SiO2 glass
d = 2.24 gcm-3

SiO2ガラス
:  多様なリング分布を持つ
=トポロジカルに無秩序な構造*, **)

*  A. R. Cooper, Phys. Chem. Glasses, 19, 60 (1978).
** P. K. Gupta and  A. R. Cooper, J. Non-Cyrst. Solids,

123, 14 (1990).

α-Cristobalite, 
:  6員環構造のみを持つ
α-Quartz
:  6員環, ８員環構造を持つ
=トポロジカルな秩序が存在
Coesite
:  様々なリング構造が存在
=トポロジカルに乱れた結晶
それぞれの結晶相に存在している
６員環は同じ形をしているのか？
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Birth

Death

PD

３次元原子配列 パーシステント図(PD)

* Y. Hiraoka et al., Proc. Natl. Acad. Sci. U.S.A., 113, 7035 (2016).

b d
Death

Method

Birth

原子の座標を出発点とし、
球の半径を膨らませていく

パーシステントホモロジー解析



パーシステントホモロジー解析

SiO2ガラスの
SiのPD

CCl4液体の
CのPD

Birth bk (Å2)

De
at

h 
d k

(Å
2 )

Birth bk (Å2)

De
at

h 
d k

(Å
2 )

SiO2ガラス、CCl4液体のパーシステント図（PD）
RMCで構築した3次元構造モデルについて、四面体中心原子のPDを導出

SiO2ガラス
＝ SiO4四面体ネットワーク

CCl4液体
＝遊離したCCl4四面体分子

小さい値でBirthし、
Death軸に沿った縦長の分布
=ネットワークの象徴



4.全体のまとめ
1. 非晶質（ガラス）の構造解析

2. 量子ビーム実験と構造モデリングによる
リン酸塩ガラスのネットワーク構造解析

ü 非晶質材料の研究には二体分布関数法が利用され，大型量子ビーム施設
の建設と中性子・X線を利用した実験装置・技術の発展により，質の高い
実験データが得られるようになってきている．

ü 適切な構造制約条件の元での逆モンテカルロ法により実験データを再現
する信頼性の高い非晶質の3次元構造モデルが得られ，非晶質材料の構造
と機能の相関を明らかにするための有効なツールとなっている．

ü NMR測定によって得られたQnユニットの存在比を再現する構造制約の元，
中性子と放射光データを忠実に再現する逆モンテカルロモデリング
（データ駆動型構造モデリング）に世界で初めて成功した．

ü 得られたZnO-P2O5ガラスの構造モデルにおけるネットワーク構造を解析
した結果，熱膨張係数の異常なふるまいの構造学的起源がPO4四面体か
らZnxOy多面体へのネットワーク構造の担い手の交代にあることを示した．

4.全体のまとめ
3. トポロジカル解析を利用した非晶質材料の構造解析
ü 3次元原子配列に対して空隙, リング構造, パーシステントホモロジーを
解析するためのツールが利用可能となり, これまで明らかにできなかった
二体相関に潜んだ秩序を解析できるようになった.

ü 高密度化シリカガラスについて、パーシステントホモロジー解析を適用
することで高密度化に伴うFirst Sharp Diffraction Peak (FSDP)の奇妙
な挙動、高密度化のメカニズムが明らかになった．

ü アルカリシリケートガラスの混合アルカリ効果について、実験データを
忠実に再現する構造モデルの3次元構造解析によって、その構造学的な
起源が明らかになりつつある．

実験・計算・解析それぞれの技術の進歩により、
構造解析を基にした材料設計を始めていく基盤は整ったといえる.
今後も非晶質材料の先駆的な構造研究を推進していきたい！



原子力施設等に係る検査制度見直しへの対応状況について 

京都大学複合原子力科学研究所 研究炉部長 堀 順一

１．検査制度見直しの経緯 

 福島第一原子力発電所の教訓を踏まえて、平成 25年に核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律が改正され、新規制基準の策定による安全確保の水準を高める対応がなされたが、

検査制度について抜本的な見直しが図られていないことについて、原子力規制委員会に対して

IAEAの総合規制評価サービス（IRRS）からの指摘があった。IRRSミッション報告書の指摘を受

けて、平成 28年から検査制度見直しに関して原子力規制委員会の検討チームによる議論が始まり、

平成 29年 4月 7日に「原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律」が可決され、4月 14日に公布された。 

 法改正の主な内容は、原子炉等に係る規制関係と放射性同位元素等に係る規制関係に大別され

る。原子炉等に係る規制関係については、廃炉に対応する規制整備を公布日から 1年 6か月以内、

原子力事業者等に対する検査制度の見直し、原子力施設の設計及び工事から使用までの一貫した

品質管理の要求等については公布日から 3 年以内に施行することを定めており、新検査制度は

2020年 4月 1日から施行される。施行に向けて、原子力規制委員会と事業者の間では検討チーム、

WGを通じて公開の場で検討が進められており、2018年 10月からは試運用が開始した。試運用は

3段階のフェーズで実施することになっており、フェーズ１は 2018年度内に終了する。 

本講演では検査制度見直しに向けた原子力規制委員会での検討の経緯について概要を説明する。 

２．法改正に伴う検査制度の変更点 

 現行の原子力施設の検査では、様々な対象毎に細切れで実施し、その結果の適否を指摘するに

留まっていた。今回の検査制度の見直しでは、事業者の安全確保に関する活動すべてに検査の網

をかけ、懸念事項を重点的に確認する等、メリハリのある検査とし、一層の安全性向上を目指す

ものである。具体的には、事業者が原子力施設の基準適合性を維持し、その状況を自ら検査する

義務を課した上で、原子力規制委員会が事業者の保安活動全般を常時チェックできる仕組みにす

るとのことである。大きな変更点としては、現行の原子力規制委員会による検査（原子炉施設定

期検査、使用前検査）がなくなり、定期事業者検査、使用前事業者検査を事業者が主体的に行う

ことになる。一方、年に 4 回の頻度で行っていた保安検査はなくなり、保安規定の遵守状況の監

視を含めて、保安活動全体に対して原子力規制委員会による検査（原子力規制検査）が実施され、

事業者はフリーアクセスを基本として原子力規制委員会の監視・評価を受けることになる。 

３．検査制度見直しへの事業者の対応状況 

 検査制度見直しに対応するために、研究所内では「検査制度改正対応 WG」を立ち上げて継続

的な検討を行ってきた。主に CAP 活動の在り方、検査制度の独立性確保のための体制、フリーア

クセスのための課題抽出、保全計画策定に向けての準備等について検討してきたので、進捗状況

について報告する。また、事業者の対応に関して、他事業者（JAEA, 近畿大学）との情報交換も

定期的に行っている。他事業者の検査制度見直しへの対応状況についても紹介する。 

４．今後の課題 

 試運用期間においては、原子力規制委員会が策定した検査ガイドに基づき、事業者毎に定めら

れた検査ガイドについて試運用検査を受けることになるので、事業者としては検査ガイドを熟読

し、運用上の問題点があれば試運用期間内に原子力規制委員会と議論し改善に努める必要がある。

さらに、事業者が一義的な責任をもって原子力施設の基準適合性を維持していくための保全計画

の策定等についても準備しなければならない。規制側にお墨付きをもらうという受動的な考え方

から脱却し、事業者自らが国民への説明責任を果たすという能動的な姿勢が求められている。 

特別講演(3)



原子力施設等に係る検査制度の見直し
への対応状況について 

京都大学複合原子力科学研究所 

研究炉部長 堀 順一 

平成30年度第5専門技術群専門研修会 
2018年10月31日（水） 

京都大学複合原子力科学研究所 
事務棟大会議室 
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講演の内容 

1. 検査制度見直しの経緯 

2. 法改正に伴う検査制度の主な変更点 

3. 検査制度見直しへの事業者の対応状況 

• 他事業者の場合 

• 京都大学の場合 

4. 今後の課題 

2 



１．検査制度見直しの経緯 
• 平成19年6月に行われたIAEAによる総合規制評価
サービス（IRRS）において見直すべき課題が指摘さ
れた。 

• 福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた平成
25年施行の法律改正においては、新規制基準の策

定による安全確保の水準を高める早急な対応が必
要であったことから、検査制度については抜本的な
見直しが図られておらず、平成28年1月に行われた
IRRSにおいても課題が指摘された。 

3 

IRRS：Integrated Regulatory Review Service（総合規制評価サービス） 
各国の原子力規制機関等の専門家によって構成されるミッションが、IAEA加盟国の
原子力安全や放射線防護に関する各種の規制や取組についてIAEA安全基準との
整合性をレビューするもの。 
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IAEA安全基準の分類 

IAEAの安全基準は、「安全原則（SF）」、「安全要件（SR）」及び「安全指針（SG）」の3段階
の階層構造で体系的に整理される。 
安全原則及び安全要件は義務として記載され、安全指針は勧告として記載されている。 
安全原則及び安全要件は理事会が承認、安全指針は事務局長が承認する。 
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IAEA安全基準シリーズ図書の整理 

安全原則（SF-1） 

安全要件 
・一般安全要件（GSR-＊） 
・個別安全要件（SSR-＊） 
例） 
SSR-2/1 原子力発電所の安全性：設計 
SSR-2/2 原子力発電所の安全性：運転及び試運転 

安全指針 
・一般安全指針（GSG-＊） 
・個別安全指針（SSG-＊） 

ＩＮＳＡＧ-12 
・目標 
・基本安全原則 
・特定の原則 

深層防護の観点
による安全対策
の分析 

Safety Report Series No.46 

INSAG：国際原子力安全諮問グループ 



IRRS報告書 
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２つの良好事例とともに13の勧告と提言がなされた。 

平成28年4月 



IRRS（2007年、2016年）からの課題 

1. 検査官のフリーアクセス権限の確保 

2. 柔軟性をもった規制検査プロセスの構築 

3. 運転経験を反映したプロアクティブな検査プログラムの修正 

4. 法令改正による検査制度の改善及び簡素化 

5. リスク情報と保安活動の実績の活用 

6. 対応型検査の実施を現場に近いレベルで決定できること 

7. 検査に関する関連規制機関との連携 

8. 不適合に対する罰則等の程度を決めるための執行の方針、
安全上重大な事象が差し迫っている際に是正措置が迅速に
決定できる手続きの策定 

9. 検査官に対する研修及び再研修の改善 

7 



法改正に至るまでの時系列 
平成25年12月 IAEAによる総合規制評価サービス（IRRS）ミッションの受け入れ表明 
平成27年10月 自己評価書とりまとめ 
平成28年 
1月：IRRSミッション受入れ 
4/25：IRRSミッション報告書を受けて、課題への対応について規制委員会にて審議 
5/11：検査制度の見直しに関する検討の進め方について規制委員会にて決定 
5/30：検討チームにて検討開始（原子炉安全専門審査会・核燃料安全専門審査会
に状況報告のうえ助言聴取） 
9/7：検討チーム中間取りまとめ（案）について規制委員会に報告 
 （10/7まで意見募集） 
11/2：意見募集の結果を踏まえて、検討チーム中間取りまとめを規制委員会了承 
12/28：核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正
する法律案の骨子について規制委員会にて審議 

平成29年 
2/1：「原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律案」について規制委員会にて
決定 
2/7の閣議決定、3/24の衆議院本会議可決、4/7参議院本会議可決等の状況を規
制委員会に報告 
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H29.4.7に可決され、H29.4.14に公布 
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法律改正の主要事項 
1. 原子炉等に係る規制関係 
① 検査制度の見直し 

 原子力施設の検査は、現在、様々な対象毎に細切れで実施し、その結果の適
否を指摘するにとどまっている。これを、事業者の安全確保に関する活動すべ
てに検査の網をかけ、懸念事項を重点的に確認する等、メリハリのある検査
とし、一層の安全性向上につなげる。 

 具体的には、事業者が原子力施設の基準適合性を維持し、その状況を自ら
検査する義務を課した上で、原子力規制委員会が事業者の保安活動全般を
常時チェックできる仕組み（「いつでも」「何にでも」）とする。 

 
② 廃炉に対応する規制整備 

 事業者に、事業開始段階から施設の解体廃材の発生見込み量等の施設の廃
止措置についての方針を作成・公表させる。 

 炉内等廃棄物の埋設地について・・・（略） 
 

2. 放射性同位元素等に係る規制関係 
3. 放射線審議会関係 
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成立後の対応について 
(1) 第一段階施行：公布の日 

 放射線障害防止の技術的基準に関する法律関係 

(2) 第二段階施行：公布の日から3カ月以内 
 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律関係 

 核燃料物質の使用者及び国際規制物資使用者に係る規制の適正化 

(3) 第三段階施行：公布の日から1年以内 
 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律関係 

(4) 第四段階施行：公布の日から1年6ヵ月以内 
 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律関係 

 廃止措置実施方針の作成・公表、炉内等廃棄物の埋設等に関する規制
制度の見直し 

(5) 全面施行：公布の日から3年以内 
 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律関係 

 原子力事業者等に対する検査制度の見直し、原子力施設の設計及び工
事から使用までの一貫した品質管理の要求等 

 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律関係 

 



開催日 会合名 主な議題 

H29.8.2 第10回WG 保安規定の記載要求事項、原子力規制検
査におけるIPの整理 他 

H29.9.13 第11回WG 事業者意見（設工認、使用前事業者検査 
等に対して） 

H29.10.2 第9回会合 新たな検査制度の運用に向けた検討事項
と論点整理 他 

H29.11.13 第12回WG 原子力規制検査における個別事項の重要
度評価の考え方 他 

H29.12.4 第13回WG 核燃料施設等に対する新検査制度の導
入に係る検討、事業者の検討状況 

H29.12.20 第14回WG 品質管理に必要な体制整備に関する許
可・指定基準への追加事項 他 

H30.1.29 第10回会合 論点整理、規則等の文章体系 他 

H30.2.26 第15回WG 原子力規制検査における放射線安全に係
る重要度評価の考え方 他 

H30.3.19 第16回WG 追加・特別検査の考え方 他 

H30.4.2 第17回WG 重要度評価結果と追加検査の考え方 他 

H30.4.16 第18回WG  原子力規制検査における文章体系 他 

H30.5.21 第11回会合 論点整理 

H30.7.2 第19回WG 原子力規制検査に係る文章類、検査ガイ
ドの準備状況 他 

H30.8.20 第20回WG 核燃料施設等に対する新検査制度の導
入に係る検討 他 

H30.9.3 第21回WG 検査ガイド試運用版 他 

H30.9.11 第12回会合 原子力規制検査の試運用 

検査制度の見直しに関する 
原子力規制委員会による検討の経緯 
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開催日 会合名 主な議題 

H28.5.30 第1回会合 検討の進め方、海外の検査制度 他 

H28.6.20 第2回会合 事業者意見 

H28.7.5 第3回会合 海外の情報、制度見直しの方向性 

H28.8.4 第4回会合 中間取りまとめ、事業者意見 

H28.8.25 第5回会合 中間取りまとめ、事業者意見 

H28.10.21 第6回会合 中間取りまとめ、検討すべき課題の検討
方針、WGによる詳細検討スケジュール 

H28.11.4 第1回WG WGの進め方、検討すべき課題 他 

H28.11.10 第2回WG 監視・評価プロセス 他 

H28.11.15 第3回WG 監視の視点及び対象範囲 他 

H28.11.18 第7回会合 中間取りまとめ 

H28.11.24 第4回WG 監視・評価の指標、重要度評価 他 

H28.12.2 第5回WG 具体的な監視方法、フリーアクセス 他 

H28.12.8 第6回WG 監視・評価における重要度の評価 他 

H28.12.15 第7回WG 核燃料施設等における事業者検査の体
系等の整理 

H28.12.27 第8回会合 WGで抽出された課題と今後の対応 他 

H29.4.27 第8回WG 法改正 

H29.6.26 第9回WG 許可・指定基準への品質管理に必要な
体制の整備に関する事項の追加 他 
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出典：H30.9.11 第12回会合資料 



試運用フェーズ 
• 3段階のフェーズに分けて試運用が実施される。 

• フェーズ１（2018/10/1～2019/3/31） 
– 事業者の各プラントに割り当てた検査ガイド試運用版を用いて検査を実施 

– 規制事務所検査官が行う指摘事項の安全重要度評価は、緑を超える可能性
のある事象の判断までを実施。（指摘事項の収集） 

– 核燃料等施設は、リスク情報活用に代えて、検査対象施設に対する検査ガイ
ドの適用の程度（グレーデッドアプローチ）を確認する。 

• フェーズ２（2019/4/1～2019/9/30） 
– フェーズ１の活動を継続しつつ、代表プラントでは蓄積された検査の指摘事項
に対する安全重要度評価まで実施。手法の習熟と規制側及び被規制側の評
価判定の基準に対する認識を共有する。 

– アクションマトリックスを用いた追加検査の有無の判断と追加検査及び総合的
な評定までを実施し、結果を規制側及び被規制側で認識共有する。 

– 制度全体の問題点等の抽出。 

• フェーズ３（2019/10/1～2020/3/31） 
– フェーズ１及び２における問題点を解消し、本格運用を模して総合的に検査制
度を運用し、本格運用までに制度全体の微調整をしていく。 

– 制度の継続的な改善手法についてもフィードバックさせる。 
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２．法改正に伴う検査制度の変更点 
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出典：第8回WG 資料1 
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・・・ 

・・・ 

設置変更申請書に原子炉施設の保安のため
の業務に係る品質管理に必要な体制の整備
に関する事項を追記。 
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設計及び工事の方法の認可から 
設計及び工事の計画の認可になる。 

使用前検査⇒使用前事業者検査 
定期検査⇒定期事業者検査 
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・・・ 

保安規定の改定が必要 

廃止措置実施方針の公表が義務付けられる。 
（猶予期間を含めて今年中） 

原子力規制検査に基づく
監督が追記 
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出典：第20回WG 資料1-1 
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出典：第20回WG 資料1-1 



20 

出典：第20回WG 資料1-1 
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出典：第20回WG 資料1-1 
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出典：原子力規制検査試運用説明会資料 平成30年9月10日 
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出典：原子力規制検査試運用説明会資料 平成30年9月10日 
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出典：原子力規制検査試運用説明会資料 平成30年9月10日 
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出典：原子力規制検査試運用説明会資料 平成30年9月10日 
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出典：原子力規制検査試運用説明会資料 平成30年9月10日 
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出典：原子力規制検査試運用説明会資料 平成30年9月10日 
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出典：原子力規制検査試運用説明会資料 平成30年9月10日 



3．検査制度見直しへの事業者の対応状況 

• 核燃料使用施設等に対する新検査制度の導入に係る検討状況につ
いては、原子力規制委員会主催の第20回WG（H30.8.20）において紹
介されたので、ここでは抜粋を紹介する。 

 
• 他事業者の検討状況 

① 日本原燃株式会社 
• ＣＡＰシステムの検討状況について 

② JAEA 
• 保全計画の策定方針について（検査の独立性導入含む） 
• 是正措置プログラム（CAP）等の取組みについて 

③ 加工３社 
 （グローバル・ニュークリア・フェイル・ジャパン（株）、三菱原子燃料（株）、原子燃料（株） 

• 検査の独立性確保について 
• 不適合管理/改善プロセスの見直し検討について  
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以下、出典：第20回WG 資料2-1, 2-2, 2-3 



①日本原燃株式会社 
• 電気事業連合会、日本電気協会及びJANSIと調整を取りつつ準備を進め
ているとのこと。 

• CAPシステムの構築にあたっては、品証技術基準案及び関係組織におけ
る検討状況を踏まえ、検討を進めている。 

• 本年度下半期以降の段階的な試運用開始を目指している。 

(1) コンディションレポート（CR） 
各要員が気付いた事項を報告する運用を実施。報告の更なる促進を目的とし、報告
の奨励と報告者の保護について社規定に規定。 

(2) スクリーニング 
スクリーニングの対応として、専門家を含むスクリーニングチームの設置を基本に、こ
れまでの不適合管理のためのCAP会合から新たに整備するスクリーニング体制へ切
り換える。CAQ（品質に影響を及ぼす状態）の特定も開始予定とのこと。 

(3) 処置の実施 
CAQに対する処置については、当面はJEAC411に基づき各組織で定めた不適合管理
（是正処置を含む）または予防処置の手順を活用して実施し、記録を作成する。 

(4) パフォーマンス評価、監視および測定（モニタリング） 
現在は対処状況のフォローアップのみ実施しており、CRを利用したデータ分析による
傾向分析や評価については、関係組織における検討状況も踏まえ、対応していく。 
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②JAEA 
• 保全計画策定方針 
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• 検査の独立性の導入についての検討 
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• CAP等の取組について 



③加工3社 
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• 検査の独立性確保について 
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• 不適合管理/改善プロセスの見直し検討について 
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京都大学複合原子力科学研究所の対応状況 

• 所内WGの立ち上げ（2017年6月～） 

1. 防災業務計画改定WG（主査：高宮先生） 

2. 廃止措置対応WG（主査：福谷先生） 

3. 検査制度改正対応WG（主査：堀） 

・原子力規制委員会主催の事業者面談、WGへの出席 

・他事業者との情報交換（JAEA, 近大と定期的に会合） 

・具体的な対応について検討 
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新検査制度導入に向けた検討状況 
• CAP活動について 
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出典：所内WG（10/15） 資料 
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出典：所内WG（10/15） 資料 
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• 検査の独立性確保について 

独立部署制 

相互検査制 

検査委員会制 

所内自主検査を廃止し、その代わり管
理を主たる業務としない職員に独立性
を担保する検査官の役割を担ってもら
う。ただし、本案を進めるに当たっては
所内のコンセンサスを得る必要がある
ので、現時点では立案の段階。 

出典：所内WG（10/15） 資料 
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• フリーアクセスについて 

– 文書記録管理台帳に載っている文書の保管場所を整理 済 

– 試行（9/20）にて原子力規制庁（本庁、オフサイトセンター）立
会のもの現場確認 済 

– フリーアクセス実現に向けてのオフサイトセンターとの協議
（8/21） 済 

– フリーアクセスに必要な手続きについて検討 
• 常時立入者とする。 

• 管理区域立入については、区分２の特例として検査官がエスコートフ
リーに立ち入れるように、保安規定とRI法の予防規定を改定すること
で対応することを検討中。放射線業務従事者にはしない方針。 



• 保全計画策定方針について 
– 巡視、点検、試験、検査、補修の用語の認識を共有する。 
– 保全方式の検討 

• 予防保全 
時間基準保全：時間を基準に点検等の時期を定める方式 

状態基準保全：機器等の状態を監視し、その状態を基準に点検等
の時期を定める方式（状態監視データの採取方法も明確にする必
要がある）   

• 事後保全 
機器等の機能喪失発見後に修復を行う方式 

– 検査方法 
• 立会確認、抜き取り確認、記録確認、プロセス確認 
• 保全重要度に応じて検討する。 

– これまでに行っていた保全活動を整理し、性能の技術
基準を維持するための保全計画（施設管理方針）を策
定しなければならない。 
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（参考）用語の定義 
• 原子力施設の施設管理【実用炉則第81条】の記載内容に基づき整
理。 
– 巡視：施設の状況を日常的に確認する。 

 

– 点検：設備等の劣化進展等の状態を把握するとともに正常な状態に保つ
ための計画的な手入れ、潤滑油取替、部品交換等を含める。 

 

– 試験：設備等が所定の機能を有しているかを確認する。 

 

– 検査：要求事項に適合しているかどうかを、点検、補修等を実施した者とは
独立した者が判定する。 

 

– 補修：これらの結果を踏まえて必要に応じて機能の回復（予防的なものを
含む。）を図る。なお、補修については、設計情報の変更を伴わない範囲
のもので、設備等を構成する主要な部位を新たなものにする「取替工事」
には該当しない軽微な作業をいうものとする。 
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４．今後の課題 
• 試運用検査への対応 

–検査ガイドの精査 

• 体制の整備 
–検査体制 

– CAP活動のスクリーニング組織 

• 文書の整備 
– CAP活動の手順書の改定 

–設置変更申請書、保安規定の改定に向けた準備 

• 保全計画の策定 
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⑧、⑩、⑪：12/10-11試運用 
⑦、⑨：2～3月試運用 
対象：KUR 

それ以外の検査ガイドにつ
いては、他事業者で実施。 
 

試運用対象の検査ガイド
については、オフサイトセ
ンターと勉強会を事前に開
催して、認識を共有する必
要がある。 



最後に 

• 規制側にお墨付きをもらうという受動的な考え方
から脱却し、事業者自ら国民への説明責任を果
たすという能動的な姿勢が求められています。 

 

• 自分がしている管理の仕事は、何のためにどう
いう根拠で行っているのか説明できるように主体
的に取り組んでいくことこそ、安全文化の醸成に
つながると思います。軌道に乗るまで大変だと
思いますが、ご協力宜しくお願い致します。 
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ご静聴ありがとうございました。 
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中央観測所ダストモニタの移設 

放射線管理部 

藤原 慶子 

1. はじめに

 放射線管理部・野外班で管理している

中央観測所ダストモニタ設置物置が雨漏

りしているのを確認したため、ダストモ

ニタに故障等起こらないように移設作業

を部に提案した。部の予算としては毎年

減少傾向であるため捻出するのは難しく、

所長裁量経費の予算を獲得していた分

（記録計更新費用）から捻出し、実施す

ることになった。 

2. 中央観測所ダストモニタ

中央観測所ダストモニタは、野外の空

気をサンプリングし、ろ紙に吹き付け、

そのろ紙を ZnS(Ag)とプラスチックシン

チレーション検出器により測定しα線及

びβ線を計測するモニタであり、「京都大

学原子炉実験所原子炉設置変更承認申請

書」の添 8-106、屋外管理用の主要な設備

の種類に記載されているダストモニタで

ある。 

3. 作業

 移設場所には、中央観測所の建屋内を

選定した。モニタ本体の移設と配線、電

気工事、建屋及び物置撤去工事の３つの

作業があるため、関与する業者は３社と

なった。また、モニタを設置していた物

置の撤去を行うに当たり、隣接する農具

小屋についても不要になっていたため同

時に撤去を行った。 

4. 感想

この作業は今年の 5 月に行った。この

後、今年の 9 月に最大瞬間風速 51.2m/s

と言う大きな台風が関西を直撃し、この

泉州地域でも多大な被害を及ぼした。

KUR や KUCA の運転スケジュールや天

気の影響を考え、物置の高経年化に気づ

いた際に部で相談し、即実行したのが功

を奏し、ダストモニタはこの台風の被害

を受けず、また、物置・農具小屋の撤去

も同時に行っていたことから他の施設や

機器へ被害を及ぼすこともなく台風をや

り過ごせた。必要と感じた作業は後に延

ばさず、出来る限り早急にやるべきだと

切に感じた。

技術発表(1)



中央観測所ダストモニタの移設

2018/10/31

放射線管理部
藤原 慶子



廃棄物処理棟

倉庫

図書棟

事務棟

臨界集合体棟
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モニタリングポスト



1. 中央観測所ダストモニタ設置物置の高経年化

中央観測所 ダストモニタ設置物置 農具小屋

ダストモニタを設置していた物置に雨漏りが確認されたため移設を実施



原子炉設置変更承認申請書・添8-106屋外管理用の主要な設備の種類に記載のモニタ

中央観測所に空間線量率計およびダストモニタを設けて連続測定し、指示、記録する。

2. 中央観測所ダストモニタとは・・・



野外の空気をサンプリングし、ろ紙に吹き付け、ZnS(Ag)とプラスチックシンチ
レーション検出器によりα線及びβ線を測定するモニタ

空気のサンプリング口

点検時の日付をこの辺りに
マーキングしてください。

実際の写真マーキング
位置

サブ当番の日常点検のマニュアルより

検出器

空気吹付



3. 移設作業（2018/5）

・場所の選定

・作業内容

中央観測所 建屋内

モニタ本体の移設・配線
電気工事
建屋工事、設置していた物置・農具小屋撤去

移設場所はここ！



業者１：電気工事①

業者２：サンプリング口関係の工事②

物置・農具小屋撤去作業③

業者３：モニタ移設、配線、機器の調整④

作業順序

①、②→ ④→ ③

作業② 移設後

移設前



作業④

ＵＰＳも設置



作業③



4. 台風の爪痕（9/4：最大瞬間風速51.2m/sの台風21号）

所内の倒木 倉庫破損



ＴＬＤ設置フェンス

泉佐野第三中学校モニタリングポスト



・ＭＳの被害状況

①和田（和田観測所） ②日根野（日根野中学校）
③下瓦屋（泉佐野第三中学校） ④市場（泉佐野市役所）

①、④は特に被害なし

②モニタは停電の為確認できず →

キュービクルの扉の１枚に歪み→

③モニタは作動中

キュービクルのガラス破損、
扉１枚閉じられず→

・モニタ監視装置及びテレメータをブ
ルーシート等で養生

・トラロープでキュービクル全体を固
縛（キュービクルに一部隙間有り）

・破損したガラス窓部をテープにて
補修

・扉ノブ破損のため番線でキュービ
クル全体を固縛

復電し、モニタリングできていること
を確認済み



・ＦＭの被害状況
ＦＭ1～5 特に被害なし

・ＴＬＤの被害状況
ＴＬＤ設置ＢＯＸに破損無
ただし、泉佐野第三中学校のＴＬＤＢＯＸ設置フェンスに歪み有
（後日、中学校と設置場所を要相談）

・東和苑モニタの被害状況
復電後に復旧し異常なし



ダストモニタを移設せずにそのままにしていたら
どうなっていたのだろう・・・

農具小屋を放置していたら
どうなっていたのか・・・

気づいたことは可能な限り実行すべき！

費用や期間で難しいことも
あるけれど

5. 感想

先延ばしにせず



5.その他の機器（野外）

温湿度計を（ボロボロの）百葉箱から自立式の物へ変更（2016）



第 2 固形廃棄物倉庫新設工事 

放射性廃棄物処理部 猪野 雄太

（新設理由）

京都大学複合原子力科学研究所において炉規法に基づく放射性廃棄物の収容先として第 1 固形廃棄物

倉庫という施設がある。将来的に発生が予想される放射性廃棄物の数量を考えると研究所が存続してい

るうちに同倉庫への収納が限界に達することが予測される。そこで 2017 年 3 月より新たな収納先として

第 2 固形廃棄物倉庫の建設に着手した。 

（同倉庫の収容能力、その他要求事項）

第 2 固形廃棄物倉庫は 200ℓドラム缶換算で約 750 本の収容能力がある。これは既設の第 1 固形廃棄物

倉庫の 250 本を大きく上回るものである。また、第 1 固形廃棄物倉庫は竜巻対策の観点から風速 92m/s

の竜巻に建屋が耐え得れないことが予測されているので、収納した放射性廃棄物はパレットに 200ℓドラ

ム缶 4 本を載せたものを 2 段積みにして固縛装置で床に固定しなければならない。しかし、第 2 固形廃

棄物倉庫は当初から風速 92m/s の竜巻に建屋が耐え得ることを要求事項に盛り込んでいるので床に固定

する必要はない。

また、竜巻対策の他に以下の要求事項に対応する性能を有している。

①想定する火山活動により降下火砕物の荷重に対し、施設の安全機能が損なわれないこと。

②耐震 B クラスを満足すること。

③研究所周辺監視区域境界での空気カーマが全施設で年間 50 μGy 以下、当該施設で 15.6μGy 以下と

なるような構造であること。

（倉庫建設着手から完成までの工程）

おおまかな倉庫建設の流れを以下に示す。

2017 年 

○3月      研究所内にて業務担当グループを発足

○6月      規制庁に設計及び工事の方法の承認申請書を提出

○8月      規制庁より設計及び工事の方法の承認申請書の承認を受諾

○9月      施工業者入札開始

○10月    施工業者決定

○12 月 倉庫建設の基礎となる杭基礎の打設

2018 年 

○1 月   表層地盤の地盤改良、基礎、基礎梁、床面の型枠、配筋施工

基礎、基礎梁、床面へのコンクリート打設

○2 月   柱、壁の型枠、配筋施工

技術発表(2)



（倉庫建設着手から完成までの工程 続き） 

 ○3 月   天井梁、屋根スラブの配筋、型枠施工 

柱、壁、天井梁、屋根スラブへのコンクリート打設 

○4 月   外構（柵、排水溝、アスファルト舗装等）工事 

電気（配線、シャッター、電灯、火災感知器等）工事 

床面、外壁塗装工事→倉庫完成 

 ○7 月   規制庁による使用前検査を受検→合格 

 

（所内自主検査） 

 第 2 固形廃棄物倉庫が、研究所が要求する性能を満たしているかを確認するために、研究所内の業務

担当グループにより検査要領書が作成された。同要領書の完成は 2017 年 10 月 18 日であるが工事業者

との打ち合わせ毎に内容の変更が加えられ 2018 年 4 月 25 日の第 6 改訂版で最終的に内容が確定され

た。検査項目を以下に示す。 

 ○杭材料検査（材料証明書により寸法、材質を確認） 

 ○杭試験及び本杭による杭の検査（施工報告書等により支持層への杭の到達を確認） 

 ○鉄筋材料検査（材料証明書により寸法、材質を確認） 

 ○表層地盤検査（一軸圧縮試験報告書により強度を確認） 

 ○杭頭補強筋員数検査（目視により本数を確認） 

 ○杭頭補強筋材料検査（材料証明書により寸法、材質を確認） 

 ○基礎、基礎梁、柱、壁、屋根スラブ型枠検査（実測して寸法が図面通りかを確認） 

 ○基礎、基礎梁、柱、壁、屋根スラブ配筋検査（目視、実測して配筋が図面通りかを確認） 

 ○エポキシ塗装材料検査（材料証明書により材質を確認） 

 ○コンクリート材料検査（材料証明書により 4 週強度を確認） 

 ○倉庫内部寸法検査（実測して寸法が図面通りかを確認） 

 ○倉庫外観検査（目視により倉庫外観に異常が無いかを確認） 

 ○エポキシ塗装外観検査（目視により床面に異常、塗り残しが無いかを確認） 

 ○火災感知器員数検査（目視により個数を確認） 

○火災感知器作動検査（煙源を用意して作動を確認） 

 ○消火器員数検査（目視により本数を確認） 

 同要領書をもとに検査を実施して以上の検査全てに合格することを確認した。最終的には実測値、担

当者のチェック、署名を書き込み材料証明書等の添付資料を加えた 144 ページの検査記録が完成した。 

 

（使用前検査） 

 2018 年 7 月 10、11 日の 2 日間にかけて原子力規制庁による使用前検査を受けた。1 日目は主に書類

検査であり所内自主検査の検査記録を元に規制庁の検査官に説明を行った。2 日目は現場に向かい倉庫

内部の寸法検査、火災感知器の作動検査を実施した。最終的に全ての検査項目に対して合格を受けるこ

とが出来た。 



第2固形廃棄物倉庫新設工事

放射性廃棄物処理部

猪野 雄太



新設理由

•研究所では炉規法に関する放射性廃棄物の収納先として第1固
形廃棄物倉庫を有している。

•現在、第1固形廃棄物倉庫には128本（空容器含む）の放射性廃
棄物が収納されている。

•放射性廃棄物が発生するペースで予測すると研究所が存続して
いる間に第1固形廃棄物倉庫の収容能力を満たす可能性が高い。

→新たな収容先として第2固形廃棄物倉庫を新設する。



第1固形廃棄物倉庫概要

•収容能力：200ℓドラム缶で250本（現在は128本）。

•収容方法：200ℓドラム缶4本を載せたパレットを2段積みにし

て固縛装置で固定する。



第1固形廃棄物倉庫場所(青枠内)



第1固形廃棄物倉庫外観写真



第1固形廃棄物倉庫固縛装置



第2固形廃棄物倉庫建設地(赤枠内)



第2固形廃棄物倉庫建設地(赤枠内)

〇汚染物貯蔵庫横



着工前（仮設事務所、仮囲い）



杭施工（杭打機搬入）

〇出勤する所員を考慮し
て早朝に搬入。



杭施工（杭搬入）

〇クレーンでトラックか
ら直径400㎜、全長8mの
杭を下ろしている様子。

〇トラックとクレーンの
間にある鉄板は杭打機の
移動のために敷いてある。



杭施工（杭寸法検査）



杭施工（杭材料検査）
〇上杭（SC杭） 〇下杭（CPRC杭）



杭施工（上杭、下杭の接続）

〇下杭を打ち込み後、クレーンで上杭を持ち上げた後ボルト、バンドで止める。



杭施工（上杭、下杭の接続）

〇下杭を打ち込み後、クレーンで上杭を持ち上げた後ボルト、バンドで止める。



杭施工（試験杭による検査）

〇杭打機により杭を打ち込む様子
〇積分電流値を確認して
杭の支持層への到達を判断する。



杭施工（杭の掘り出し）

〇杭頭 〇基礎、基礎梁部分の掘削



杭頭補強筋溶接

〇溶接中 〇溶接完了



鉄筋搬入 〇刻印で材質、寸法を確認



基礎、基礎梁施工（鉄筋）



基礎、基礎梁施工（鉄筋）

〇杭頭

〇杭頭補強筋



基礎、基礎梁施工（型枠）



基礎、基礎梁施工（コンクリート）

〇コンクリート流し込み 〇脱型枠



整地

整地後

整地前

〇整地する重機



地盤改良
〇試薬による検査 〇サンプル採取



土間施工

〇土間配筋 〇コンクリート打設



上部構造物（壁、柱、梁、天井）施工

〇作業のために足場を組
み立てる様子。

〇自主検査のために職員
も活用した。



上部構造物（壁、柱、梁、天井）施工

〇内部用の足場



壁型枠一部施工



壁、柱配筋施工
〇柱、壁配筋 〇柱配筋



梁、屋根スラブ型枠施工
〇梁型枠 〇壁型枠



梁、屋根スラブ配筋



梁、屋根スラブ上部型枠施工

〇モドルポイントクギトレ



梁、屋根スラブ上部型枠施工
〇モドルポイントクギトレ 〇埋設確認



コンクリート流し込み



型枠外し後（屋上）



型枠外し後（内部）



外構工事
〇排水溝 〇アスファルト



外構工事
〇フェンス 〇完成



塗装工事



防水工事



シャッター取り付け
〇シャッターボックス 〇レール



完成
〇煙源を用意して火災感知器の作動検査



完成
〇処理部員による外観検査



自主検査



自主検査



自主検査



自主検査



電子線型加速器施設の現状と老朽化トラブル 

複合原子力科学研究所 技術室 阿部尚也 

 京都大学複合原子力科学研究所電子線型加速器施設（KURNS-LINAC：以下ライナック）

は 1965 年に設置された全国共同利用施設である。当初は重金属ターゲット(ライナックで

はタンタル)に高エネルギーの電子線を当てることで発生する中性子による原子炉と相補的

なパルス中性子源として設置され、他にも電子線を直接利用する電子線源、金属ターゲット

に電子線を当てることで発生する制動 X 線を利用する X 線源などに長年利用されてきた。

近年ではテラヘルツ領域の放射光を利用した放射光源を皮切りに、放射化が起こりにくい

10MeV未満の低エネルギー電子線源・X線源や、電子数を調整した微弱ビーム電子線源と

しても利用されるなど、汎用量子ビーム線源として多様化が進んだ上、従来の中性子源、X

線源では実験の多様化が進み、活発な利用が

行われている。2017年度の量子ビーム線源別

では中性子線＞電子線＞X 線＞放射光である

（図 1）。図 2は設置当初からの年間運転時間

を記録したグラフである。1990年の放射光源

の利用開始より運転時間が増え始め、実験の

多様化も進んだ結果、2006年頃より 2,000時

間を上回るようになり、2017年は 2,780.5時

間と過去最高の運転時間を記録した。このよ

うに運転時間は増加しているが、加速器は設

置から 50 年以上を経過しており様々なトラ

ブルも発生している。 

図 1 量子ビーム線源別の割合 

図 2：年間運転時間の変化 

放射光開始 

運転時間増 

実験の多様化 

技術発表(3)



 2016 年には冷却水配管からの大規模な漏水が発生した。この冷却水配管は 40 年以上使

用し続けているものである。大規模漏水発生の経緯は以下の通りである。冷却水配管のつな

ぎ目から若干の漏水が複数箇所で確認されたのが初めであった。その漏水対策として作業

時間の短さも考慮して、圧着ソケットによる方式を採用した結果、ほとんどの箇所では漏水

は止まったが、一箇所のみ漏水が止まらず、増し締めの対策をした。しかし効果はなく最終

的には水圧によって配管が抜けてしまい（図 3）、大規模漏水となった。この圧着ソケット

の使用に関して、ピンホールなどの小さな漏れには対応できるが、配管が外れた部分の漏水

のように配管全周による漏水には適応外であった。器具選定の際の確認不足が大規模漏水

の原因であり、今後の反省点である。また、初めに漏水が発生した原因としては、配管接続

時のハンダ溶接が完全ではなかったことが挙げられる（図 4）。その対策としては外れた配

管の補修時にはガストーチの温度が高いものを使用してハンダが完全に全周になじむこと

を確認した。根本的な対策としてステンレス配管への更新を考えており、近い将来に実施で

きることを期待する。 

              

2018 年には、放電用真空スイッ

チの故障が発生した。1971 年製の

ものであり、ソレノイドに通電する

ことで金属棒が数 cm離れる形式で

ある（図 5 左）。動作確認するとソ

レノイドの動作は正常であったが、

真空管の金属蒸着の箇所が金属光

沢から白色に変化しており（図 5中

央）、真空管の真空が保たれていないことが判明した。真空状態でないと高電圧を遮断する

ことができずに通電してしまうので、予備の真空管と交換した（図 5右）。交換後、しばら

くするとソレノイドの動作が不安定になる現象が発生した。ソレノイドの動作部分を掃除

し、潤滑剤を吹き付けることで正常動作するようになった。ソレノイドの予備は無く、真空

管の予備も無くなったため、代替品の高電圧スイッチを購入し交換する予定である。現在は

数十 kVの高電圧でも真空にする必要はなく、大気中で動作するものを検討している。 

図 3 配管外れ            図 4 ハンダ溶接の不備 

水圧 

脱落 

ハンダが内側の全
周に回っていない 

図 5 真空スイッチ 

上下に動作 

白色 
正常時鏡面 



ここ数年、建屋の漏水（雨漏り）も相次いでいる。漏水の都度、天井のひび割れ部分から

薬剤を注入し（図 6）、屋上の防水シートの破損部分の補修を行って対応している（図 7）

が、（記録的な大雨が相次いだこともあり）1 年ほどで補修箇所から別の場所で漏水が発生

する状況となっている。防水シートの全面補修が望ましいが、モルタルの下や土盛りの下に

も防水シートがあるため、作業が困難であることから、建屋全面を覆う屋根やシートの増設

も検討しているが、まだ結論に至っていないため、漏水の都度対応せざるを得ない状況が続

く。 

 

このように様々なトラブルが発生するが、共同利用運転の中止はできるだけ避けなけれ

ばならない。しかし、利用運転の増加でメンテナンスの時間はほとんどとれず、トラブル発

生時の代替も厳しいため、トラブルが起きるたびに即時の対応が求められる。そのためには、

原因究明を素早く行い、交換や補修で対応できるものは予備品や補修品を充実することで、

利用再開までの期間を短くできると考えている。今後も極力利用時間に影響を与えること

なく、運転時間を維持していくことができるよう努めていく。 

図 6 天井薬剤注入          図 7 屋上防水シート補修 



電子線型加速器施設の現状と
老朽化トラブル

複合原子力科学研究所 技術室

阿部 尚也
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電子線型加速器施設(ライナック)の沿革

• 1965年 米国ARCO社製L-1512G型電子線型加速器を導入
原子炉と相補的な中性子源が目的。電子線、X線の利用も。

• 1971～72年 エネルギー増強(加速管、マイクロ波発生装置の
増設で最大エネルギー23MeV→46MeV)

• 1990年～ 放射光実験、鉛スペクトロメータ実験開始。パラメト
リックX線、陽電子実験なども実施される。
（実験の多様化の始まり）

• 2001年 サイラトロン冷却方式の変更
（マシン安定化に大きく寄与：一日数回の停止→一週間に数回）

• 2008年 低エネルギー（<10MeV）ビームの取り出しに成功
• 2010年 補正予算によりクライストロン・サイラトロン・RFドライ
バーなどが更新され、極めて安定になる。
（マシン停止が全くない週も珍しくなくなる）

• 2012年 微弱ビームの取り出しに成功

• 2017年 過去最高の運転時間を記録



赤枠内：管理区域
：中性子
：電子線
：制動X線
：放射光

電子線型加速器施設平面図



中性子実験 放射光実験

照射実験

ライナックで行われる主な実験

電子
X線 中性子

石英管に封入

テラヘルツ領域



平成30年度採択実験
• 中性子実験 7件

⇒核データの他にイメージングの実験も可能に。

• 放射光実験 4件

⇒物性確認のほかに照射も実施。

• 電子線照射 8件

⇒格子欠陥作成の実験が多い。

10MeV以下の低エネルギー実験を多用している。

• X線照射 5件

⇒RI製造が主。99Moなど製造可能なRIが増えている。

• 微弱ビーム 2件

⇒測定器の実証など 計26件

Cd cover

DU HU

Np-237

Am-243

In wire

Pulsed Neutron Beam (φ50mm)

中性子
イメージング

T.SANO, D.Ito, J.HORI, Y.TAKAHASHI, J.Lee, N.Abe, K.Nakajima, 

"Imaging of Actinide Nuclides using Neutron Resonance Absorption,"

Proc. of IEEE-NSS/MIC, N-07-255, ICC in Sydney, Australia,10-17 Nov., 2018より引用
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置

主な実験

・中性子実験

・放射光実験

・照射実験(電子線（微弱ビーム含む）・X線・LN2温度下)

ライナック運転時間の推移

10年近く1500時間以上
の運転を継続している。

放射光実験
鉛スペクトロメータ

実験の多様化

運転時間増



ライナック運転関係グラフ



老朽化トラブル

•マイクロ波室内冷却水配管漏水

•放電用真空スイッチ故障

•建屋からの漏水



温調冷却水
（37.8度）

真空度
10＾-7Pa以下

非温調
冷却水

絶縁ガスSF6

（>0.15kg/cm2）

ライナック概略図



• マイクロ波室の冷却水配管接続部から漏水(数箇所）

• パテなどで応急対応→長期間の使用に不安

• 修繕作業実施：

– 口径の小さい配管：圧着接続配管の取り付け

– 口径の大きい配管：圧着ソケットの取り付け

マイクロ波室内冷却水配管漏水

圧着ソケット

パテで処置 口径の小さい配管

応急対応 圧着接続配管

口径の大きい配管



• ポンプ動作でのテスト運転

– 圧着ソケットからの漏水→増し締め

– 一箇所を除き漏水は停止。最後の一箇所は再増し締め。

– 効果なし。最終的には配管がソケットごと外れ、大量の漏水が
発生した。

マイクロ波室内冷却水配管漏水

外れた配管と圧着ソケット増し締め作業 大量の漏水

水圧

脱落



• ソケットが外れた原因：ソケットを適用外の配管全周の剥
離による漏水に使用したこと。

– 使用不可であることはソケットの仕様に明記されていたが、関係
者のいずれも気付かなかった(大きな反省点)。

マイクロ波室内冷却水配管漏水

見落とし

児玉工業圧着ソケットカタログより



• 漏水が発生した原因：ハンダ溶接が不十分

– 配管全周にハンダが浸入していないことから判定。

• 補修時に十分にハンダが浸入するように、高温が維持で
きるバーナーを使用した。

• 現在までに新たな漏れはないが、全面更新が望ましく、ス
テンレス配管への更新を検討している。

マイクロ波室内冷却水配管漏水

見落とし

ハンダが全周に回っていない ハンダ溶接



老朽化トラブル

•マイクロ波室内冷却水配管漏水

•放電用真空スイッチ故障

•建屋からの漏水



モデュレータ回路図

真空スイッチ
高圧ONの時OPEN。
高圧OFFでCLOSEで

コンデンサの電荷を放電させる。



• 加速器起動時に過電流で連続して2回停止

• 放電用真空スイッチに並列の抵抗の損傷を現場で確認

• 真空スイッチの真空管の蒸着部分の光沢がなく白化

→真空状態ではないことを示唆：真空スイッチの故障

放電用真空スイッチ故障

鏡面

上下に動く

白化：真空状態ではない

真空スイッチ 拡大写真 正常なスイッチ

1971年製



物質 絶縁破壊電圧(kV/cm)
大気 30

SF6(1 atm) 80

真空(真空度により変化) 200～400

絶縁油(新品) 280

• 絶縁破壊電圧は大気では、真空中の10分の1前後に低
下

• 文献などでは大気中の絶縁破壊電圧は30 kV/cmであり
、2cm前後動く当該スイッチではモデュレータの電圧～30

kVに耐えられそうであるが、昇圧速度や電極の形状で絶
縁破壊電圧が低下し、絶縁破壊したと推定している。

放電用真空スイッチ故障

ライナックで使用される絶縁物の絶縁破壊電圧



• 予備のスイッチと交換→OKのはずが・・・

• ソレノイドによる動作が不安定になる。

– 動作部分に潤滑剤で動作がやや改善。

– 動作部分を分解し研磨してより改善した。

– しかし、クリアランスを考えると

動作部分の汚れが原因とは考えづらい。

→追加調査を検討

放電用真空スイッチ故障

• 大気中で使用可能な放電
スイッチを予備品として検
討→ソフトスタートスイッチ
で実証済みのもの

ソレノイド部分

大気仕様の放電スイッチ



老朽化トラブル

•マイクロ波室内冷却水配管漏水

•放電用真空スイッチ故障

•建屋からの漏水



• 加速器だけではなく、建屋も老朽化

• 2012年頃からほぼ毎年降雨による漏水が発生。

– 異常気象や台風など記録的な降雨によるもの。

• 事象が発生する都度、応急処置。

– 天井からは薬剤注入、屋根は防水シートの補修

• 防水シートの全面更新は困難だが、代替案を検討中。

– 盛土の上に屋根や防水シートを設置

建屋からの漏水

屋根補修天井補修



老朽化トラブルのまとめ

•マイクロ波室内冷却水配管漏水
–圧着器具やハンダ溶接で対応
–ステンレス配管への更新を検討

•放電用真空スイッチ故障
–予備品と交換
–ソレノイドの動作不良は再調査
–大気仕様の放電スイッチを用意

•建屋からの漏水
–発生の都度、応急措置
–防水シートの全面更新や代替案を検討



まとめ
• 電子線型加速器施設は特に近年活発
に利用されており、過去最高の運転時
間を記録している。

• 老朽化トラブルがところどころ発生して
いるが、何とか対応できている。

• 対応できているのは、予備品・補修品
が充実していたり、応急措置や代替策
が可能であるためである。

• 今後も運転の継続のために、予防保
全を含めた上記の対応を続けていく所
存である。



必要なのか？止水設備

2018年 10月 31日 

複合原子力科学研究所 

技術室 大野 和臣 

1.はじめに

 KUR は 2014 年から新規制基準対応で設置変更申請書や保安規定の変更申請、ヒアリン

グや審査会合でのそれらの審査、既設設備も含めて設工認申請、工事、使用前検査、そして、

施設定期検査を終了し、2017年 8月に無事運転を再開しました。 

 この新規制基準対応の中で取り付けることとなった 1 次冷却系配管の止水設備につい

て、取り付けるに至った経緯と意味について考える。 

2.止水設備について

止水設備はＫＵＲの炉心タンク水の急激な漏水を防ぐために取り付けられました。1次冷

却設備全体は、異常の発生防止機能を有するものとして PS-3、異常の影響緩和の機能を有

するものとして水圧駆動弁、逆止弁が MS-2、主閉鎖弁が MS-3、炉心直下 1次冷却系配管が

耐震クラス S とされ、サブパイルルームにある 1 次冷却設備は KUR の安全上重要視されて

います。 

3.配管破断時の炉心タンクの水位変化

1 次冷却設備の配管が瞬時に配管の内

径面積がむき出しになるギロチン破断が 

起こると、場合によっては左図のように

30 秒もたたない内に炉心タンク内の水が

無くなる恐れがあります。これを防ぐこ

とはできるのか。 

注：炉心直下を 0ｍとしているので炉心の

正常水位は 12ｍとなる。 

4.おわりに

このように新規制基準に沿って見直されていたところ、配管の大規模破断時の安全性

を考え、止水設備が取り付けられました。この止水設備について、どのように望まれどのよ

うに役立つのかお話しします。  

注：諸事情により一部省略しています
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必要なのか？
止水設備

2018年10月31日

大野 和臣

京都大学総合技術部 第18回第5専門技術群技術群研修会

京都大学複合原子力科学研究所 第27回原子炉・放射線技術研修会

注：諸事情により一部の資料を省略しています

止水設備とは
• 原子炉設置変更承認申請書の本文（抜粋）

5.試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備

ヌ.その他原子炉の附属設備の構造及び設備

（3）多量の放射性物質等を

放出する事故の拡大防止のための設備

（ⅰ）止水設備

全周破断が起きた場合でも、急激な水位の低下を防止でき

る止水設備を設ける。
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１階

イオン交換器室
吸気側

水封ダンパ

送風機室

研究用原子炉（KUR)建屋全体図

取り付けの経緯
• 2015年3月18日のヒアリング
「多量の放射性物質等を放出する事故の評価について」について

LOCA（冷却材喪失事故）の時にDBA（設計基準事故）だと1/4Dtだが、BDBA（設計基準を超
える事故）の場合に、それと同じでいいのか？使用済燃料プールの190m3の内150 m3を使っ
て、残りの40 m3で使用済燃料の冷却に十分なのか？

すごく限られた範囲での検討に留まっているように思える。先ほどギロチン破断の話も
あったが、ATWS(Anticipated Transient Without Scramスクラム失敗事象)や航空機テロは
考えなくていいのか？

一番のポイントは線量評価で終わるやつは終わっていいが、もっと超えたものに対して対
策は何も取らないというのが・・。何にも対策はなく指をくわえて見ている状態にはして
欲しくない。
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取り付けの経緯2015年3月18日のヒアリング

あと気になるのはギロチン破断。

そこが何とかならないか？
By 規制庁

取り付けの経緯2015年3月18日のヒアリング

• 配管の中に何か設置して止められないか？

→タンクの底などに仕切り板みたいなもの・・・難しい・・・

→サブパイルルームをふさぐ、水密にする

・・・配管がいっぱいで密閉できない
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取り付けの経緯2015年3月18日のヒアリング

そこの配管だけ2重配管に

するとかはできない？
By 規制庁

取り付けの経緯

2015年10月30日ヒアリング

内部火災の可燃物がサブパイルルームにあるか？

との質問に、止水設備をつける予定の話が出た。

この日に論点管理表No50の回答で

ギロチン破断すると逆止弁、水圧駆動弁が何秒後に閉まるかの説
明がなされている。
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1次系配管の破断はどのくらいで起こる？

• 炉心直下1次冷却系配管は耐震Ｓクラス

耐震重要度分類では、炉心直下の手動弁まで

を対象としているが、耐震安全評価業務では

左図が対象配管。直下弁等も対象で配管は第

１初のサポート辺りまで対象

• それ以外の1次冷却系配管は耐震Ｂクラス

前述の通り、ギロチン破断で逆止弁、

水圧駆動弁が自動的に閉まる。

地震の機器への影響評価

どこかで地震が発生し、地震波が生成される

地震波が地盤を伝わる

KUR建屋が揺れる

炉心直下配管等が揺れる この時の評価をしている
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耐震Ｓクラスの地震動

クラス方向 基準地震動Ss Sd地震動 静的地震力

Ｓ
水平 【設置床の水平加速度応答値（系の固有周期）】／980gal

（必要に応じて高次モードを考慮した応答解析を実施）
→安全機能維持（通常短期許容応力度）

【0.5×Ss（水平）】／980gal 3.6Ci (Co=0.2) = 0.72（BF,1F設置）
（上層階はAi係数考慮）

鉛直 【設置床鉛直加速度応答値（系の固有周期）】／980gal

（必要に応じて高次モードを考慮した応答解析を実施）
→安全機能維持（通常短期許容応力度）

【0.5×Ss（鉛直）】／980gal 1.2Cv (Cv=0.3) = 0.36
（高さ方向に一定）

平成28年10月27日行政相談資料2-2で説明

設置申請書
添8-59
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基準地震動 Ss

（設工認申請 28京大施環化第402号 H29.3.31）

• 基準地震動Ss に基づく建屋床応答加速度波形から動的地震力
を評価する。

• 加速度波形は、Ss-1～Ss-9まで9種類の基準地震動それぞれに
対し求められている。

• この9種類の基準地震動の最大値より包絡スペクトルを作成

基準地震動Ss（包絡スペクトル）による建屋入力地震動
（水平方向）

約2000gal

第23図 基準地震動Ss（水平方向、1.0%減衰）

左図適用範囲の最大値
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第24図 基準地震動Ss（鉛直方向、1.0%減衰）

基準地震動Ss（包絡スペクトル）による建屋入力地震動
（鉛直方向）

約6000gal

左図適用範囲の最大値

最大応力
評価節点

一次応力評価
最大応力度比
発生位置図

発生応力度 許容応力度 応力度比

101 32 70.5 0.46 第27図

最大応力
評価節点

一次＋二次応力評価
最大応力度比
発生位置図

発生応力度 許容応力度 応力度比

101 67 81.6 0.83 第28図

耐震Ｓクラスの安全評価

• 基準地震動を与えたときに、応力度比が１.0以下であること。

第7表 Sクラスの応力評価結果

※応力度はN/mm2、応力度比は発生応力と許容値の割合を示す。

最大応力評価節点101で

最大応力度比0.83

ちなみに

最大応力評価節点101は

止水設備がついている辺り
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それで１次冷却系配管はどうなるか？

耐えられなくなる限界点は

2000 ÷ 0.83 ＝ 2410 gal

2000galの時の最大応力度比が0.28

ギロチン破断が起こる！
わけではない

※3成分合成ではなく、参考値として水平・鉛直のうち加速度の小さいほうを引用

何galの地震でどのくらい壊れるのか？

前述の2410galで許容値を超えるだけ
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胆振（いぶり）地方中東部 死 41 住家全壊 156棟

平成30年北海道胆振東部地震 負 689 住家半壊 434棟

住家一部破損 4,068棟など

【平成30年9月25日現在】

死 5 住家全壊 16棟

負 454 住家半壊 472棟

住家一部破損 53,751棟など

【平成30年9月18日現在】

熊本県熊本地方など 死 271 住家全壊 8,668棟

平成28年（2016年）熊本地震 負 2,808 住家半壊 34,718棟
※3 住家一部破損162,557棟など

【平成30年9月14日現在】

住家全壊 77棟

住家半壊 137棟

住家一部破損 1,626棟など

【平成27年1月5日現在】

三陸沖
死
19,667

住家全壊 121,783棟

平成23年（2011年）
不 明
2,566

住家半壊 280,965棟

東北地方太平洋沖地震 負　6,231 住家一部破損745,162棟など

（東日本大震災）

【平成30年9月7日現在】

岩手県内陸南部 死 17 住家全壊 30棟

平成20年（2008年） 不明 6 住家半壊 146棟など

岩手・宮城内陸地震 負 426

新潟県中越地方 死 68 住家全壊 3,175棟

平成16年（2004年） 負 4,805 住家半壊 13,810棟など

新潟県中越地震

兵庫県南部地震 死6,434 全壊104,906

（阪神・淡路大震災） 負43,792 半壊144,274

不明 3 全半焼7,132

平成16年（2004年）10月23日 6.8 7

平成7(1995)年1月17日 7.3 7

負 46

平成23年（2011年） 3月11日 79

平成20年（2008年） 6月14日 7.2 ６強

平成28年（2016年）4月14日～ 77.3

平成26年（2014年）11月22日 長野県北部 6.7 ６弱

平成30年（2018年）9月6日 6.7 7

平成30年（2018年）6月18日 大阪府北部 6.1 ６弱

1505 gal（安平）防災科学技術研究所

806 gal（高槻市）防災科学技術研究所

1580 gal（益城町）防災科学技術研究所

1250.9 gal（栄村北信）気象庁

2933 gal（栗原市）防災科学技術研究所

1076.4 gal（大船渡市）気象庁

4022 gal（関西観測点）防災科学技術研究所

1722.0 gal（川口町）気象庁

2058 gal（柏崎刈羽原発）朝日新聞より

2516 gal（川口町）余震 気象庁

891.0 gal（神戸市中央区）震度６ 気象庁

地震による加速度(gal)の
大きさによる被害状況

〇地震の場合、ガルが大きいほど揺れが激しいことを示すが、建物な

どの被害は地震の周期や継続時間に影響を受けるため、必ずしも震

度や被害とは直接結びつかない。

〇一般的に地震の大きさは表わす指標としてマグニチュード（M）と

震度があるが、マグニチュードは地震そのものの規模を示すもので、

1地震について1つの値で表わされる。

震度は、ガルと同じく観測地点での揺れの大きさを示すもので、観

測地点ごとに数値は得られる。
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なぜ止水設備を取り付けたのか？

•炉心直下配管がこれから起こるどんな地震でも
絶対壊れないとは言い難いから

•炉心直下配管を守れば冠水維持ができるから

•壊れるかもしれないところで、漏水を止める術
がないのにそのままにしておくわけにいかない
から

今後

• ３年程度で新しいものと交換

• 劣化具合の検証

• 交換用予備品は準備しておく

（検討中）

• 次の定検期間中に交換し、現在の劣化具合を確認。

• 試験片等を内側に入れ、短期から長期の劣化具合を検証



KUCA 軽水減速架台の蛇腹配管更新の品質保証について 

複合原子力科学研究所 技術室 

小林徳香 

１． はじめに 

 KUCA の軽水減速架台（図 1）の溢流器は炉心タン

ク水位の異常上昇を機械的に防止するものである。

溢流器の蛇腹（以下、蛇腹配管）は 1974 年の建設当

初より更新が行われていなかったため、予防保全の

観点により同等規格品と交換することとなった。 

 この業務は「試験研究の用に供する原子炉等の設

置、運転等に関する規則」の第三条第一項第三号の

「ニ 計測制御系統施設」に該当するため、「原子炉

等の設計及び工事の計画の実施に関する手順書」

（品-要領-003）に従って実施した。 

図 1 軽水減速架台（C 架台） 断面概念図 

２． 設計開発と検査対象 

 蛇腹配管は、ゴム板、配管リング 2 種、既設設備へ

の取付バンド、ガイドリングで構成される。 

 当初、使用前検査の材料検査ではゴム板の強度の

み要求し JIS K 6404 に則った試験報告書にて確認予

定であったが、原子力規制庁におけるヒアリングの結

果、他の構成要素についてもミルシートを以て強度を

確認することになった。また、原子力規制庁からはデ

ータ改ざんに関する不祥事への対応として該当企業

の製品の使用の有無を確認するよう指示を受けてお

り、当該業務においてもその旨を念頭においていた。 

図 2 蛇腹配管 

３． 使用前検査における不適合事象と対応 

 各プロセスを終了し、使用前検査に臨んだところ

不適合事象が生じ、再検査を受けることになった。

事象と対応概要は下記のとおりである。 

1) 品質管理が懸念されている会社の関連会社

製品の使用

事象 

配管リングのミルシートを発行した会社がデータ

改ざんに関与した企業の関連会社であることから

信頼性が低いこと、また、その企業が JIS 認定取

消処分を受けておりその期間内の日付でミルシー

トが発行されていたことから、材料とミルシートの

信頼性について再確認するようにとの検査官から

の指摘があった。 

空
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蛇腹配管 

取付リング 

ゴム板 

配管リング 

山（内側から） 

谷（外側から） 

ガイドリング 

技術発表(5)



対応 

再調査が困難であったため、蛇腹配管からリング

を取り外し、他社製品の鋼材を使用したリングに

交換した。 

 

2) 配管リング交換による配管損傷 

事象 

1) の不適合を受けて実施した配管リングの交換

後、自主検査は問題なく終了していたが、後日の

使用前検査（再検査）において漏えい検査を実施

したところ漏水が確認された。配管の製作業者に

返送して調査したところ、リング交換でついたと思

われる微小な傷が配管リングに隠れた箇所で見

つかった。 

対応 

蛇腹配管を新規作成し、出荷前検査を実施した。 

 

3) 原材料の製造会社の確認不足 

事象 

取付リング及びガイドリングのミルシートについて、

発行者は不祥事に関わった会社でないが、原材

料の製造会社についても確認する必要があると

の指摘を受けた。 

対応 

各発行者に問い合わせて原材料の製造者に問題

ないことを確認した。 

 

4) 材料の妥当性確認不足 

事象 

蛇腹配管のゴム板には主材クロロプレンゴムの他

に基布素材として品質管理体制に問題があるとさ

れていた企業のナイロン原糸を使用していること

がわかったが、ゴム材の性能検査で要求を満たし

ていることが確認できていたため、その製品を使

用していることについての妥当性確認を実施して

いなかった。 

対応 

試験業者に追加試験を依頼し性能が要求を満た

していることを確認した。 

 

以上 4 件の不適合事象の除去の後に実施した使

用前検査（再々検査）にて合格した。 

 

４． 最後に 

 今回の業務での不適合の共通点は品質保証の考

え方について規制庁との間に認識のズレがあったこ

と。この経験を今後の設工認の業務プロセス実施に

活かしていきたい。 

 

自主検査（主に材料検査）についての覚書 

 材料証明書発行者の信頼性確認 

・JIS 認定、ISO9001 認証等の確認 

 （JIS 認定取消は経済産業省 HP で確認） 

・不祥事に関わった会社でなくともグループ会社

は極力回避するまたは信頼性の高い試験業者

に別途試験を依頼する。 

 原材料の製造会社の確認 

 材料の入念な確認、妥当性確認の実施 

 材質やその強度が調達物品に必要な要求事項か

どうか？ 



KUCA軽水減速架台蛇腹配管の
更新における品証活動

複合原子力科学研究所 技術室

小林徳香
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今回の更新対象

 炉心タンク水位の異常上昇を機械的に防止する
 予防保全の観点により交換する



更新前 ⇒ 更新後



不適合の発生
① 蛇腹配管リングの交換
② 使用ステンレスの製造会社の確認不足
③ 使用前検査時の配管からの漏水
④ 蛇腹管材料の妥当性確認不足



蛇腹配管

固定バンド
 SUS304または相当品

固定バンド
 SUS304または相当品

ゴム板

 クロロプレンゴムを主材
とするゴム加工板

 引張強さ1000N／3cm
 伸び40％以内
 耐熱性試験に合格して
いること

⇒NE-403を選定

ゴム板

 クロロプレンゴムを主材
とするゴム加工板

 引張強さ1000N／3cm
 伸び40％以内
 耐熱性試験に合格して
いること

⇒NE-403を選定

配管リング
 内側：山径を成形する
 外側：内圧上昇による谷
径の膨れを抑える

 SUS304または相当品

ガイドリング
 SUS304または相当品

ガイドリング
 SUS304または相当品

下線部は設工認申請に記載の要求事項
規制庁ヒアリングを経てゴム板以外の材質指定も追加



材料検査

品質管理の問題が取り沙汰されていた企業

企業A
企業B
企業C

➝原子力規制庁よりこれらの業者の製品使用の有無を調査するよう指示



不適合①
蛇腹配管リングの交換



使用前検査（2月5日） 材料証明に関する書類
部位 書類名称・発行者 確認事項

ゴム板

出荷証明書
企業D  材料がNE-403であること

試験成績書
企業E

JIS K 6404に基づく試験結果が引っ
張り強さ1000N／3cm以上、伸びが

40％以上であること
JIS K 6404に定める耐熱性の試験に
合格していること

配管リング（外・内）
検査証明書
企業F  SUS304または相当品であること

固定
バンド

フープ
検査証明書
企業G  SUS304または相当品であること

スクリュー
検査証明書
企業H  SUS304または相当品であること

ハウジング
鋼材検査証明書
企業I  SUS304または相当品であること

ガイドリング
鋼材検査証明書
企業I  SUS304または相当品であること



JIS法違反による取り消し処分中の発行
⇒規制庁「再確認を」

設工認申請書の記載「SUS304または相当品」を
満足しており、自主検査では可と判断した

企業J

企業F



再調査が困難だったため、配管リングを他社
の製品に取替え

 ばね用ステンレス鋼線（JIS G 4314）の製造
または加工についてのJISマーク認証を受
けている

 ステンレス鋼線の製造に関して
ISO9001:2015を取得している
（有効期限2019年12月19日）

 鋼線の材料の供給元は企業L

企業K



不適合②
使用ステンレスの製造会社の確認不足



使用前検査（3月30日） 材料証明に関する書類
部位 書類名称・発行者 確認事項

ゴム板

出荷証明書
企業D  材料がNE-403であること

試験成績書
企業E

JIS K 6404に基づく試験結果が引っ
張り強さ1000N／3cm以上、伸びが

40％以上であること
JIS K 6404に定める耐熱性の試験に
合格していること

配管リング（外・内）
試験成績表
企業K  SUS304または相当品であること

固定
バンド

フープ
検査証明書
企業G  SUS304または相当品であること

スクリュー
検査証明書
企業H  SUS304または相当品であること

ハウジング
鋼材検査証明書
企業I  SUS304または相当品であること

ガイドリング
鋼材検査証明書
企業I  SUS304または相当品であること

規制庁
「原材料の供給元は？」



原材料の供給元の確認

発行者 原材料供給元 化学成分値の測定 機械的性質の検査

企業G 企業M
ロット番号

企業M 企業G

企業H 企業L
HEAT No. 企業L 企業H

企業I 企業I 企業I 企業I

ミルシート発行者に問い合わせて原材料の供給元を確認した。
他社から調達しているものについてはミルシートに記載された番号からトレーサブル。



不適合③
使用前検査時の配管からの漏水



自主検査（3/20）

オーバーフロー設定1600ｍｍ

満水状態にする

約30分経過後に状態確認

漏えいなし

オーバーフロー設定1650ｍｍ

満水状態にする

約60分経過後に状態確認

漏えいあり

使用前検査（3/30）

検査要領の記載は「30分以上」

設定変更の経緯は後述



漏えい



漏えいの原因は？

① 設計値を上回るオーバーフロー設定値の変更

厳密に1600mmの水位で検査を実施するために
ポンプを繰り返し操作すると水面が波うち、飛沫が

配管上部から飛び出し、漏えいの判定に支障

➝オーバーフロー設定（蛇腹の高さ）を1650mmに
変更し、注水完了後に設定を1600mmに

② 配管リングの交換によるゴム板への負荷

1件目の不適合を受けて配管リングを交換する際の負荷は想定
➝慎重な取り外し作業・外観検査の上出荷し、

納品後の自主検査では問題なかった

③ ゴム板の断面からのしみ込み

④ 蛇腹配管のひだ部分への負荷

新規製作＋しみ込み防止

②の傷が①で
悪化？



出荷前検査

 企業Dの工場にて出荷前検査
を実施

 漏えい検査も実際の使用状況
に近い状態で注水し1時間後
に状態確認



不適合④
蛇腹管材料の妥当性確認不足



NE-403
企業E

主材：クロロプレンゴム

企業E

基布素材：ナイロン原糸

企業C

 引っ張り強さ
 伸び
 耐熱性能

いずれも満足

調達物品の
妥当性確認
実施

＋＋
追加試験で確認して妥当性を確認
 引っ張り強さ・伸び➝企業N
 耐熱性能 ➝企業O

調達物品の
妥当性確認

再度の実施はせず

規制庁からの
指示で調査

規制庁「確認不十分」



まとめ

前述の不適合除去を経て、3度目の使用前検査（5月16日）にて合格した。

 品質管理に対する規制庁の見解の確認が重要

• 材料証明に関する書類の発行者の信頼性確認

• JIS認定取り消し記事：経済産業省HPのニュースリリース
• ISO認証有効期限：企業HPの記載または登録証の写し
• 原材料の供給元の調査と妥当性確認

• 材質やその強度が調達物品に必要な要求事項かどうか？

 出荷前検査

• 供給者に対し厳密な判定基準での検査を要求する場合、

出荷前の工場検査への立会は有効
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